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1 P.1他
「従来型技術導入の場合と比較」とあるが、具体的にどのような前提条
件なのか併記いただけないでしょうか。

　BAT最大限導入等による削減効果については、2013年度以降の主な電
源開発におけるBATの導入を、従来型技術導入の場合と比較した効果と
してお示ししたものであるが、前提の詳細を明らかにすることで、対象
電源の競争力に係る内容を推定される虞があることから、詳細は差し控
えさせていただく。

2 Ⅰ.(3)① P.6
昨年度の事前質問で、ライセンス制ごとの記載を検討されると回答され
ていますが、その後の検討状況はいかがでしょうか。また、参加事業者
の分社、統廃合などあれば、補足説明していただけないでしょうか。

・参加企業リストをライセンス制ごとに分類しての記載については、現
状、活動実績をライセンス別に整理していないため、不要であると考えて
いる。ただし、会員事業者の数が多くなってきた場合には、実績値につ
いてライセンス制ごとに整理することも一つの手段だと考えているため、
引き続き検討していきたい。

・2017年度に協議会の下で事業活動を行っていた事業者は42社であり、
2016年度での事業者数も42社で同様であるが、この間に1社の加入（株
式会社エネルギア・ソリューション・アンド・サービス）と会員事業者
同士の統合（JXエネルギー株式会社と東燃ゼネラル石油株式会社がJXTG
エネルギー株式会社へ経営統合）があった。

3 Ⅰ.(4)② P.8

①会員事業者への支援強化（関係省庁等を招聘した講演会や勉強会等開
催等）は協議会を魅力あるものとし、カバー率向上の取組みとして大い
に評価できます。
今後のカバー率の見通しや、適切なカバー率としてどの程度の水準を見込
まれているのかに関して、補足説明を頂けないでしょうか。

②他方で足元では、2016年度42社、2017年度42社と増加していません
が、どのような課題があると認識されていますでしょうか。

①カバー率の評価については、電気事業の生産活動を示す販売電力量で
判断するのが最も適切であると考えており、協議会としては販売電力量カ
バー率96.0％と依然高い値を維持しているため、実効性は十分有している
と考えている。
　ただし、カバー率の維持・向上の必要性は認識しており、協議会の
ホームページや雑誌への寄稿などにより入会案内等の情報を発信すると
ともに、協議会未加入事業者の一部に対して、ホームページの問い合わせ
欄への書き込み、メール、電話等による協議会の紹介など、直接的なア
プローチも実施している。
　引き続き、カバー率向上に向けた取組みを検討・実施していく。

②2017年度に協議会の下で事業活動を行っていた事業者は42社であり、
2016年度での事業者数も42社で同様であるが、この間に1社の加入（株
式会社エネルギア・ソリューション・アンド・サービス）と会員事業者
同士の統合（JXエネルギー株式会社と東燃ゼネラル石油株式会社がJXTG
エネルギー株式会社へ経営統合）があったため、実質的には1社増加と
なった。なお、2018年11月末時点の会員事業者数は43社となっている。
　引き続き、協議会の認知度や、協議会入会に伴うメリットを認識して
いただくため、前述の取組みを実施していく。

4

Ⅱ.(2)
【目標に
対する実

績】

P.11

①前年度に引き続き、削減目標に向って着実に改善しており、低炭素化
に向けた取組みを評価できると考えられます。原子力再稼働も大きな影
響要因の一つとして考えられますが、現在、安全審査中の原子炉が最大
限稼働した場合、どの程度の更なる改善が潜在的に可能か、概算値で結
構ですので、ご教示頂けないでしょうか。

②目標水準CO2削減量の基準がBAU比となっていますが、BAUシナリオ
は具体的にどういったものでしょうか。特に新たな電力市場制度の導入
が見込まれている中で、そうした制度変更の影響はBAUシナリオに組み
込まれているのでしょうか。
（P24の注意書：「BAUは、2013年度以降の主な電源開発において、従
来型技術を導入した場合をベースラインに設定」とありますが、この内
容でしょうか。その場合は、「BAU」初出の箇所で説明があると有り難
いです）。また、主な電源開発とはどういったシナリオ（計画）を念頭
におかれているのでしょうか。

①説明資料スライド19に記載のとおり、100万kWあたりのCO2排出削減
効果は、全電源平均と比較した場合で試算すると、1年あたり約280万t-
CO2である。
　なお、現在、安全審査を申請し再稼働に至っていないプラントは18基
（総容量約1850万kW）である。

②BAT最大限導入等による削減効果については、2013年度以降の主な電
源開発におけるBATの導入を従来型技術導入の場合と比較した効果として
お示ししたものであるが、前提の詳細を明らかにすることで、対象電源
の競争力に係る内容を推定される虞があることから、詳細は差し控えさ
せていただく。
　なお、目標設定の考え方については、調査票1ページの「低炭素社会実
行計画」の目標欄に説明を記載している。

平成３０年度評価・検証WG「電気事業低炭素社会協議会」 事前質問・回答一覧

「低炭素社会実行計画」（2020年目標）

「低炭素社会実行計画」（2030年目標）
（昨年度フォローアップを踏まえた取組状況）
Ⅰ．業界の概要
（１） 主な事業
（２） 業界全体に占めるカバー率
（３） 計画参加企業・事業所

（４） カバー率向上の取組

（５）データの出典、データ収集実績（アンケート回収率等）、業界間バウンダリー調整状況
Ⅱ．国内の企業活動における削減実績
（１） 実績の総括表
（２） 2017年度における実績概要



5
Ⅱ.(3)

【生産活
動量】

P.13

足元のCO2排出量・排出係数が減少していることは評価。他方、原子力
発電の再稼働の見通しが不透明であることや2020年以降に運転開始する
予定の石炭火力の新増設計画が多いことを踏まえると、今後もこの削減
のトレンドが続くことは予断を許さないが、排出削減に係るこのような
不確定要素についてはどのように考えているでしょうか。

　ご理解いただいているとおり、多くの不確定要素があると認識してい
るが、協議会としては、安全を大前提とした原子力発電の活用や再生可
能エネルギーの活用、および火力発電の更なる高効率化と適切な維持管
理、あるいは低炭素社会に資する省エネ・省CO2サービスの提供等、会
員事業者それぞれの事業形態に応じた取り組みを実施することにより、
協議会全体で目標の達成に向けて最大限努力していく。

6

Ⅱ.(3)
【エネル
ギー消費
量、エネ
ルギー原
単位】

P.14

①火力発電のエネルギー原単位はほぼ横ばいであったようである。これ
は石炭比率がほぼ横ばいに対して（相対的に効率の高い）ガス比率が低
下したことで、個別発電所の効率向上の効果を打ち消したことによるよ
うに見受けられる。メリットオーダーの経済的運用の結果と解釈できる
が、省エネ法の下で、インターナルなカーボンプライスのようなものを
想定した運用の可能性はないでしょうか。もしくは既にそのような運用
を行っている事例があればご教示頂きたい。

②　省エネ法の電力供給業のベンチマーク指標は、発電端熱効率で評価
されているため、重油換算消費量に加えて、発電端熱効率を追記していた
だくか、重油換算消費量から、発電端熱効率への換算方法を付記できな
いでしょうか。

③　エネルギー原単位が低減していることは、熱効率が向上しているもの
と捉えることができますが、調査表に記載されている高効率火力の導入
や運用管理の他にも、電源構成の変化も寄与していると考えられます
（P16にあるとおり、石油火力・LNG火力の発電量が前年比で下がってい
るため、熱効率が低い石油火力や旧式のLNG火力の稼働が下がること等
が影響しているのではないかと考えられる。）。エネルギー原単位の低
減に与える設備更新・運用改善のインパクトと、電源構成変化のインパ
クトの寄与がそれぞれどれくらいあるか教えていただけないでしょう
か。あるいは、設備更新・運用改善のインパクトを見るために、電源種

①火力発電のエネルギー原単位については、最新鋭の高効率火力の導
入、更なる運用管理の徹底に努めた結果、向上している。
　そうした中で、各社の経済的運用の実態については、協議会として把
握していない。

②発電端熱効率は競争上機微なデータであるため、会員事業者から集約
することができない。そのため協議会としては、エネルギー原単位を用い
て評価している。

③ご指摘のとおり、エネルギー原単位の低減は、熱効率の向上や高効率
火力の導入および電源構成の変化が寄与していると考えられるが、会員
事業者から集約するデータからは、これ以上の分析は困難である。

7 P.14

①経年火力が依然稼働する中にあっても、削減を着実に進めている点は
評価に値する。火力の「更なる運用管理の徹底」が火力熱効率向上に寄
与しているとありますが、具体的にどのような措置を講じられたのか、
補足説明を頂けないでしょうか。

②昨今の情勢に伴い揚水発電所の運用が震災以前と比べて変化してきて
いますが、揚水発電所は省エネ法の指定工場の対象となっていますか。

①例えば、既設設備の適切なメンテナンス、調査票25ページの「IoT等を
活用したエネルギー管理の見える化の取組」に記載の取組み（熱効率の
低下要因を特定し運転条件を変更 等）を通じて、火力熱効率の維持・向
上に努めている。

②エネルギーの使用状況によっては省エネ法上の指定工場となる可能性
はあるが、会員事業者が保有する個別発電所についての省エネ法の指定
状況については、協議会として把握していない。

8 P.15

達成事業者数について、2016年度実績が記載されていますが、2017年度
分についても今後記載予定という認識で良いでしょうか。その際、A指
標、B指標それぞれの2016年度、2017年度の実績値記載及びその比較分
析もしていただけないでしょうか。

　個々の会員事業者の省エネ法の目標水準達成を協議会がフォローする
ものではないが、協議会としては高効率火力プラントや再エネの開発等
に係る良好事例の共有などの支援を図っていくため、次年度以降も今年
度と同様の記載を行う予定である。

9

Ⅱ.(3)
【CO2排
出量、

CO2原単
位】

P.16

①電源別構成比の図中の「その他」は電源種別が特定できない電力であ
り詳しい情報が存在しないと認識しておりますが、「その他」の電力Ｃ
Ｏ２排出量の原単位が、全体平均に比べ、どの程度ばらつきがあるか、
ご教示いただくことは可能でしょうか。

②CO2削減ポテンシャルを積み上げる目標とされていますので、どのよう
に積み上げ、排出量が削減されたと評価されたのか、視覚的にわかりや
すく工夫することはできないでしょうか。

①会員事業者へのアンケートにおいて、小売電気事業ライセンスを持っ
ている事業者に可能な限り電源を特定してもらっているなか、それでも特
定できないものを「その他」として整理しているため、これ以上の推定は
困難である。

②BAT最大限導入等による削減効果については、2013年度以降の主な電
源開発におけるBATの導入を従来型技術導入の場合と比較した効果として
お示ししたものであるが、前提の詳細を明らかにすることで、対象電源
の競争力に係る内容を推定される虞があることから、詳細は差し控えさ
せていただく。

10

Ⅱ.(3)
【要因分
析】（詳
細は別紙

５参
照。）

P.20

①エネルギー消費量の要因分析の表には、生産活動量の0.7%しか定量的
な説明がありません。その他の要因についても、定量的な説明を加えて
いただけないでしょうか。

②　石炭ガスについては、「石炭」に、バイオマスについては「再生可
能エネルギー」に分類されていると考えて良いでしょうか。発電電力量に
おける「その他」には具体的にどのような燃料種が含まれるのでしょう
か。また、P22に書かれているような石炭火力への木質バイオマスの混焼
を行う場合、その発電量は石炭に含まれるのか、再生可能エネルギーに
含まれるのか御教示ください。

①「事業者省エネ努力分」、「燃料転換の変化」、「購入電力の変
化」、「生産活動量の変化」について、”CO2排出量の変化分”と”エネル
ギー消費量の変化分”をそれぞれ算定することは困難であるため、調査票
20ページに記載のとおり生産活動量の変化を販売電力量の変動分と見な
して記載している。

②協議会としては、原則、各社が発受電月報で報告する燃種区分で整理
し、石炭ガスは「石炭」、バイオマスは「再生可能エネルギー」と分類
している。
　なお、「その他」については、卸電力取引からの調達等電源種別が特
定できないものである。

11

Ⅱ.(4)
【総括

表】（詳
細は別紙

６参
照。）

P.20
「原子力発電の活用、水力発電の活用」の2017年度の投資額総額が1425
億円とありますが、具体的な投資項目について補足説明をいただくこと
は可能でしょうか。

　投資額総額については、会員事業者の有価証券報告書等から算定して
おり、具体的な投資項目については協議会として持ち合わせていない。

12

Ⅱ.(4)
【2017年
度の取組
実績】

P.26

「水素供給体制の整備」とありますが、将来に向けた低炭素資源由来の
水素燃料を利用した発電技術への取組みと理解してよろしいのでしょう
か。水素と電力低炭素化との関連がわかりにくかったため、補足説明を
いただければ幸いです。

　水素の製造・輸送・販売の効率的なビジネスモデルを構築すること
で、将来的には水素発電への活用につながる可能性がある取組みである
と考えている。

（３） 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO2排出量・原単位の実績

（４） 実施した対策、投資額と削減効果の考察

（５） 当年度の想定した水準（見通し）と実績との比較・分析結果及び自己評価
（６） 次年度の見通し



13 Ⅲ.(1) P.33

①本年度の調査票にヒートポンプと電気自動車の普及による温室効果ガ
スの算定結果が記載されていますが、例えば電力の排出係数の見通しや
需要想定など、定量的な試算を行った際の仮定について、その設定根拠
や出典などご説明いただけないでしょうか。

②ヒートポンプと電気自動車による温室効果ガス削減効果の試算を出さ
れていますが、足下の実績の定量化を試みられないでしょうか。
例えば以下のような取組は削減貢献に繋がっていないでしょうか。
・燃料（石炭、LNGなど）の海上輸送の低炭素化
・天然ガス採掘時の随伴二酸化炭素の回収・貯留
・スマートメーターの活用による需要家の省エネ効果

①ヒートポンプによる削減効果については、一般財団法人 ヒートポン
プ・蓄熱センターが2017年8月に公表されたものを引用している。
（http://www.hptcj.or.jp/index/newsrelease/tabid/1351/Default.aspx
）
　電気自動車による削減効果については、調査票33ページに記載のとお
り、自動車燃料消費量統計年報のエネルギー消費量や協議会のCO2排出
係数（2017年度実績）等を基に試算している。

②ヒートポンプについては、協議会として、お客さまにおける運用実態
を把握することが困難であるため、削減見込み量の試算は行っていな
い。
　電気自動車については、調査票52ページに運輸部門としての実績を記
載しており、電気自動車に限定した算出は行っていない。
　また、協議会として例示いただいた取組みに関する情報を持ち合わせ
ていない

14 Ⅲ.(2) P.33
スマートメータの導入を進めていますが、実証実験などの先行事例によ
る定量的な評価を基に、2020年や2030年の削減見込み量を試算すること
はできないでしょうか。

　協議会として、お客さまにおける運用実態を把握・予測することが困
難であるため、削減見込み量の試算は行っていない。

15 Ⅳ.(1) P.35

①昨年度の事前質問や小宮山委員から海外貢献の定量化について指摘が
あり、試算を進めているかと思いますが、進捗状況や課題があればご教
示いただけないでしょうか。

②　今年度新たに試算した海外での発電事業案件（約1,090万tCO2/年）
について、参考値でなく一覧に記載できないでしょうか。

③　「運用保守（O&M）改善によるCO2排出削減ポテンシャル」につい
て、実績の定量化は出来ないでしょうか。

①昨年度フォローアップを踏まえた取組状況については、調査票5ページ
に記載のとおり、海外取組実績の定量化に関する具体的な算定方法を検
討し、海外削減量の算定を行い、算定結果については調査票39ページに
参考値扱いとして記載している。
　なお、協議会としては、引き続き合理的な算定根拠を基に、海外の削
減貢献量を主体的に示してまいりたい。

②協議会として案件ごとの数値は持ち合わせていないため、協議会合計値
を記載した。

③算定した参考値については、省エネ・コンサル事業による削減貢献量
も含めて算定しているため、運用保守（O&M）改善によるCO2排出削減
も含まれている可能性はあるが、案件ごとの数値は協議会にて持ち合わ
せていない

16 Ⅳ.(2) P.39

海外事業による貢献について、参考値ではありますが、削減貢献量は約
1,090万t-CO2/年と推計されています。可能であれば試算方法や、どう
いった海外事業による貢献が大きいのかをご教示いただけないでしょう
か。

　海外取組活動のうち、報告対象年度まで取組みを実施・継続している
発電事業案件のCO2削減貢献量を算定している。
　具体的な算定例としては、火力電源や非化石電源などの各発電事業の
特性・形態に応じて算定ケースを定め、それぞれの案件ごとにベースラ
インシナリオ（プロジェクト実施国の平均的データに基づいた算出）と
プロジェクトシナリオ（当該プロジェクトのデータに基づいた算出）の
差分を求めることにより、貢献量を算出している。
　なお、前述の算定方法に基づき、会員事業者ごとに貢献量を算出し、
算定結果のみを協議会へ報告しているため、貢献の度合については、協
議会として把握していない。

17 Ⅴ.(1)

革新的技術の開発・導入について、PVの導入が進む九州エリアなど、火
力の柔軟性向上対策は、革新的技術の開発と同時に早期に導入を進める
必要性があると思われます。具体的な導入計画についても検討いただけ
ないでしょうか。既に再エネの調整力確保の観点から火力の運転への影
響が生じているのであれば御教示ください。

　ご指摘の火力の柔軟性向上対策の必要性については認識しているが、
具体的な導入計画の策定については各社で適切な対応を取るものと認識
している。
　協議会として、ネットワーク運用に関する情報および個別の火力発電
設備の運用に関する情報は持ち合わせていないが、再エネ導入が拡大す
れば、火力の調整力としての役割も増えてくるものと考えている。

18 Ⅴ.(6)③ P.48
「2030年以降に向けて、協議会内において議論を開始した」とあります
が、可能な範囲で状況をご説明頂けないでしょうか。

　2050年に向け、会員事業者の事業計画策定や環境経営に資するよう、
エネルギーや地球温暖化防止に関する政府の将来計画や温暖化問題を巡
る事業環境の変化について、会員事業者の理解を深めるための勉強会の
場を設けた。
　今後、来年度の我が国の長期低排出発展戦略の取りまとめ内容を踏ま
え、会員事業者とともに、検討を進めていく。

（４） 2018年度以降の取組予定
（５）革新的技術・サービスの開発に伴うボトルネック（技術課題、資金、制度など）
（６）想定する業界の将来像の方向性（革新的技術・サービスの商用化の目途・規模感を含む）

（８） 2030年度の目標達成の蓋然性

（３） 2017年度の取組実績

Ⅲ．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献
（１） 低炭素製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2017年度の取組実績

（３） 2018年度以降の取組予定
Ⅳ．海外での削減貢献
（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2017年度の取組実績

（３） 2018年度以降の取組予定
Ⅴ．革新的技術の開発・導入
（１） 革新的技術の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠

（２） 技術ロードマップ

（７） 2020年度の目標達成の蓋然性

資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
W
G

電
気
事
業
低
炭
素
社
会
協
議
会

（９） クレジット等の活用実績・予定と具体的事例



19 Ⅶ.(1) P.50
昨年度、河野委員からも情報発信についての指摘があったが、各企業の
具体的な取組事例があれば、ご紹介いただけないでしょうか。

　協議会としては、協議会ホームページと会員事業者の低炭素関連ページ
や具体的な取組事例の紹介ページをリンクさせ、協議会ホームページか
らアクセスできるようにして、会員事業者の情報発信強化に努めてい
る。

20 Ⅶ.(2)① P.48
昨年度のWGにおいて、委員からの指摘に「数値は第三者評価を2～3回受
けている。」と回答されているが、本年度の状況をご説明いただけない
でしょうか。

　現在のところ、本WGに加え、経団連の第三者評価委員会を2018年内
に受ける予定である。

21 Ⅶ.(1)② P.50
調査票に記載いただいたCO2排出実績は、直近年で42社という理解でよ
ろしいでしょうか。

　ご認識のとおり、2017年度に協議会の下で事業活動を行っていた事業
者の実績である。

22 P.56
PDCAサイクルを推進とあるが、Checkにおける各社取組み計画の確認、
実行計画のデータ収集と目標指標の実績値の確認は、どのように関連して
いるのか調査票でもご説明いただけないでしょうか。

　PDCAサイクルのCheckについては、説明資料スライド7の図表の中
で、ご提示させていただく整理としている。

23

Ⅴ.(1)
【2020・
2030年の
生産活動
量の見通
し及び設
定根拠】

P.57
昨年度、稲葉委員より原子力のバックエンドコスト等を含めた発電コス
トについて質問がありましたが、ご確認いただけたでしょうか。

　国の発電コスト検証ワーキンググループの報告（2015年5月）では、原
子力の発電コストは10.1円/kWh（下限値）となっており、発電に直接関
係するコストだけでなく、廃炉費用、核燃料サイクル費用（放射性廃棄
物最終処分含む）など将来発生するコスト、事故対応費用（損害賠償、
除染含む）、電源立地交付金・もんじゅなどの研究開発等の政策経費と
いった社会的費用も織り込んで試算されている。なお、そのうち、廃止
措置費用は0.1円/kWh、核燃料サイクル費用（放射性廃棄物最終処分含
む）は1.5円/kWhと試算されている。
　
【前提条件】
・設備容量120万kW、設備利用率70%、割引率3%、稼働年数40年のプラ
ントを想定

＜廃炉措置費用（0.1円/kWh）＞
・廃止措置費完了までの期間は10年、廃止措置費用は716億円
＜核燃料サイクル費用（1.5円/kWh）＞
・使用済燃料の半分を20年貯蔵後に再処理し、残りの半分を45年貯蔵後
に再処理するモデル
・フロントエンド0.9円/kWh、バックエンド0.6円/kWh（再処理：0.5

24

Ⅶ.(1)
【BAUの
定義】※
BAU目標
の場合

P.59

①「従来型技術」は、ベースラインになりますが、どのようなタイプを
想定されていますか。

②「2013年以降の主な電源開発において従来型技術」をBAUとされてい
ますが、従来型技術の2013年以降の効率向上の効果は、BAU目標水準や
削減実績に織り込まれていますか。

①BAT最大限導入等による削減効果については、2013年度以降の主な電
源開発におけるBATの導入を、従来型技術導入の場合と比較した効果と
してお示ししたものであるが、前提の詳細を明らかにすることで、対象
電源の競争力に係る内容を推定される虞があることから、詳細は差し控
えさせていただく。

②ベースラインである「従来型技術」の2013年以降の効率向上の効果は
織り込んでいない。

25

Ⅶ.(1)
【国際的
な比較・
分析】

P.62
「火力発電所熱効率の各国比較」で、インド、豪州、英国・アイルラン
ドのここ数年における急速な効率改善傾向について、何か共通の背景が
あるのでしょうか。

　各国のエネルギー事情による結果であり、各国共通の背景はないと認
識しているが、考えられる改善要因としてはLNGへの燃種転換に伴う結
果と火力発電設備の高効率化に伴う結果に大別されると考えている。

26

Ⅶ.(2)②
【工程・
分野別・
用途別等
のエネル
ギー消費
実態】

P.63
エネルギー消費実態が記載されていないので、記載いただけないでしょ
うか。

　昨年度までは、ガスコンバインドサイクルの熱精算図（熱エネルギー
の流れ）を掲載していたが、本項目は燃料別・用途別のエネルギー消費
実態を記載する項目であり、「電気事業」を目標対象の事業領域とする
協議会にとっては、電力や燃料などの消費実態を記載することがそぐわ
ないという認識から、本年度は記載を削除した。

Ⅷ．国内の企業活動における2020年・2030年の削減目標
（削減目標・目標の変更履歴等）

（１） 目標策定の背景
（２） 前提条件

（３） 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性

（４） 目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態

（３） 家庭部門、国民運動への取組など

Ⅵ．その他の取組
（１） 情報発信（国内）

（２） 情報発信（海外）
（３） 検証の実施状況

（４） 2030年以降の長期的な取組の検討状況
Ⅶ．業務部門（本社等オフィス）・運輸部門における取組
（１） 本社等オフィスにおける取組

（２） 運輸部門における取組



27
【総論と
して】

2020年／2030年目標達成に向けて、現状を一言で評価するとどういった
状況にあると認識されていますか？　（例：現状の取り組みを継続する
ことで目標達成の可能性が高い、経済社会環境等を勘案すれば目標達成
は予断を許さない／更なる取り組みの発掘が必要な状況）

　目標達成に向けて、排出係数は改善傾向にあるものの、原子力再稼働
等が不透明であり、現状を一言で評価することは難しい。
　協議会としては、安全確保を大前提とした原子力発電の活用や再生可
能エネルギーの活用、および火力発電の更なる高効率化と適切な維持管
理、あるいは低炭素社会に資する省エネ・省CO2サービスの提供等、会
員事業者それぞれの事業形態に応じた取り組みを実施することにより、
協議会全体で目標の達成に向けて最大限努力していく。

28
【概要説
明資料に
関して】

P.8

①　「2017年度の取組実績を同基準に基づき評価する等、継続的に取組
を実施」について、昨年度の産構審資源・エネルギーワーキンググループ
での結果を踏まえて、どのように評価を行ったか、その変化を具体的に
御教示ください。

②　「PDCA展開状況に関する評価基準」について、具体的にどのような
評価基準を置いたのか具体的に御教示ください。また説明表だけではな
く、調査票にも記入いただけないでしょうか。

①2017年度の取組実績については、昨年度と同様の評価基準にて評価を
実施しており、全会員事業者にてPDCAサイクルが着実に展開されている
ことを理事会にて確認している。

②具体的な評価基準については、個社取組計画実績報告に記載された項
目に対し、PDCAが着実に展開されているか否かを進捗管理、課題認識、
行動の視点で評価を行っている。なお評価結果については、会員事業者
へ通知し、個社取組計画の達成に向けたPDCAサイクルの着実な展開を
図っている。
　PDCA展開状況に関する評価基準については、説明資料でお示しさせて
いただく整理としている。

29
【その
他】

低炭素社会実行計画を推進するにあたって、SDGｓの17の目標、169の
ターゲット等に紐付けた整理をされているかどうか、されている場合は
その例をお示しいただければと思います。

　現時点では、協議会としてSDGsに紐付けた整理は行っていない。
　事業者がそれぞれの事業形態に応じて責任を持って推進していくものと
認識しております。

30
【その
他】

TCFD提言書に沿った気候関連財務情報の開示が求められておりますが、
業界として何か取り組んでいることはありますでしょうか。
特に、個社がシナリオ分析を行うための情報やツール等が不足している
との課題がありますが、気候関連財務情報の分析に利用できる業界特有
の情報やツールの整備を行っておりましたらご教示ください。

　協議会としては業界特有の情報やツールの整備を行っていないが、ご
指摘のあった気候関連財務情報の開示などへの会員事業者の理解を深め
ていくことを目的とした勉強会を実施していく予定である。

31
【その
他】

SBT（Science Based Targets）やRE100といった国際的なイニシアティ
ブに参加する個社が増えていますが、業界として何か取り組んでいること
はありますでしょうか。
（世界では、一部の電力・エネルギー業界の企業がSBT認定を受けた
り、同業界や鉱業業界の企業がSBT認定やRE100への参加をしたりしてい
ます。）

　協議会として、まずは、国際動向を踏まえた事業環境の変化への会員事
業者の理解を深めていくことを目的とした勉強会を実施していく予定で
ある。

その他



No
調査票項
目番号

調査票
頁番号

指摘 回答

1
原油換算50万KLのバイオ燃料によるCO2削減効果を約130万tCO2と計算
されていますが、計算の前提条件や方法に関して補足説明を頂けないで
しょうか

バイオ燃料のCO2削減効果には様々な考え方がある（例：カーボン
ニュートラル、バイオ燃料製造工程等のGHG排出を考慮する）ことか
ら、概算として、原油の炭素排出係数（19.0tC/TJ）とカーボンニュート
ラルの考え方を適用した場合の削減量を示しています。（原油換算は
38.72GJ/KL。これら係数は総合エネルギー統計で用いられているもので
す）

2
Ⅱ.(3)

【生産活
動量】

P.7

①エネルギー削減量実績のトレンドを見ますと、2017年度での削減量は
過去の実績に比べやや低い水準にありますが、既に国内燃料油需要量の
減少や製油所の閉鎖/規模縮小・設備の廃止/停止等の影響が現れている
のでしょうか。

②昨年度の事前質問に「エネルギー削減量の計算にあたっては、省エネ
対策がなされた個々の装置の稼働実績を毎年度反映させているため、対
策箇所の設備が廃棄された場合は、廃棄以降はその効果はカウントされ
なくなります。」とご回答されています。この点について、今後のフォ
ローアップの際に確認できるように調査票にも記載をお願いします。ま
た、対策を実施した設備の稼働状況をどのようにモニタリングされてい
るのでしょうか。

①エネルギー削減量実績の推移図における2017年度の削減量は過去の実
績と比べても低い水準にはなっていません。また、換算通油量は近年ほ
ぼ横ばいとなっていますので、現時点では国内燃料油需要量の減少や製
油所の閉鎖/規模縮小・設備の廃止/停止等の影響が顕著に現れている状
況ではありません。

②前年度は「エネルギー削減量の計算にあたっては、省エネ対策がなさ
れた個々の装置の稼働実績を毎年度反映させているため、対策箇所の設
備が廃棄された場合は、廃棄以降はその効果はカウントされなくなりま
す。」との回答をしておりましたが、下記の通り訂正させて頂きます。
訂正：「エネルギー削減量の計算にあたっては、省エネ対策がなされた
個々の装置の稼働実績を毎年度反映させています。また、対策箇所の設
備が廃棄された場合は、過去に遡ってその効果はカウントしていませ
ん。」
なお、本記述に関しましては来年度のフォローアップの際に調査票への
記載を検討させて頂きます。
また、製油所において省エネ対策を実施した設備毎にその稼働状況を記

3

Ⅱ.(3)
【エネル
ギー消費
量、エネ
ルギー原
単位】

P.8

換算通油量、エネルギー削減量等の語句の統一や注釈の追加などを過年
度より指摘されていますが、一般にもわかるような調査票となるよう来
年度以降の調査票で改善いただけるようお願いいたします。

調査票とデータシートにある実績値から、生産活動量の参考指標とされ
ている換算通油量が減少、同時にエネルギー消費量も減少し、省エネ対
策によるエネルギー削減量が積みあがってきたこともあって、エネル
ギー原単位が改善されているという理解でよいのでしょうか。

昨今、ガソリン価格が上昇していますが、これによる需要の減少が換算
通油量の減少に寄与しているでしょうか。

・語句の統 や注釈の追加等を含め、より 般にもわかりやすい調査票
となるよう、来年度以降のフォローアップにおいても改善に努めて参り
ます。

・エネルギー消費量の減少は装置稼働量の低下（工場廃止や工場の稼働
率低下）と工場の省エネ対策により生じ得ますが、エネルギー原単位で
は、装置稼働量の指標である換算通油量でエネルギー消費量を除すこと
で、一定の装置稼働量あたりの省エネ対策の進展程度の目安となってい
ます。2017年度は前年度に比べて換算通油量が減少（▲0.3%）したもの
の、エネルギー消費量がもっと減少（▲1.2%）したため、エネルギー原
単位の改善に繋がったという理解になります。

・精密な解析はできませんが、一般的に需要の減少により生産量が減少
すれば装置稼働が低下傾向となり、換算通油量の減少に寄与すると考え
ております。なお、ガソリン価格の上昇がガソリンの需要の減少に寄与
しているかどうかについてはコメントできる立場にありません。

4

Ⅱ.(3)
【要因分
析】（詳
細は別紙

５参
照。）

P.10
CO2要因分析において、CO2排出量の2016年度→2017年度変化分を見る
と、燃料転換で0.2%増加、購入電力で0.1%増加しておりますが、これら
の背景要因について、補足説明を頂けないでしょうか。

・要因分析については指定の計算式による結果を示しているのみであ
り、細かな増減についての詳細把握はできていません。

（３） 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO2排出量・原単位の実績

平成３０年度評価・検証WG「石油連盟」 事前質問・回答一覧

「低炭素社会実行計画」（2020年目標）

「低炭素社会実行計画」（2030年目標）
（昨年度フォローアップを踏まえた取組状況）
Ⅰ．業界の概要
（１） 主な事業
（２） 業界全体に占めるカバー率
（３） 計画参加企業・事業所
（４） カバー率向上の取組
（５）データの出典、データ収集実績（アンケート回収率等）、業界間バウンダリー調整状況
Ⅱ．国内の企業活動における削減実績
（１） 実績の総括表
（２） 2017年度における実績概要



5

Ⅱ.(4)
【2017年
度の取組
実績】

P.11

2017年度の対策の実績をみると「高度制御・高効率機器の導入に関する
もの」が最も大きな省エネに寄与していますが、2010年から2017年の累
積でみると「熱の有効利用に関するもの」が最も大きな省エネとなって
います。近年の実績からみて、熱の有効利用よりも機器の入れ替えや制
御の高度化による省エネの深堀がコスト面でも優位な状況にあるので
しょうか。

・単年度（2017年度）と2010～2017年度の累積の取り組みを比較して省
エネ対策の傾向を捉えることは難しいですが、2010～2017年度の累計は
2020年目標に対して「熱の有効利用に関するもの」が+7.2万KL、「高度
制御・高効率機器の導入に関するもの」が+4.0万KLとなっており、両対
策とも当初の見込み（目標）より積極的に進められている状況です。

6

Ⅱ.(4)
【2018年
度以降の
取組予
定】

P.11

「単独の製油所における規模の大きな省エネ対策は概ね実施済み」とあ
りますが、その前提の中で、特に重点的に取り組むべきと考える対策の
「方向性」はどういったことでしょうか。（例えば、12頁にある「他事
業者と連携したエネルギー削減の取組」の重要度が高い、ペトロリオミ
クスによる石油精製高効率化技術による革新、等）

・2030年目標（100万KL）の内訳は現行の取り組みの延長線上にあるた
め、今後も製油所における省エネ対策の積み重ねが最も重要な取り組み
であるとの認識です。

7

Ⅱ.(7)
【目標指
標に関す
る進捗率
の算出】

P.13

進捗率が100%を超えている一方で、今後の製油所の統廃合などで、これ
までに実施した省エネ対策がエネルギー削減量としてカウントされなく
なるため、目標水準を維持することが難しい場合が想定されるかと思い
ます。今後、8.8万KLの省エネ対策を実施予定とありますが、製油所の統
廃合予定等の情勢を踏まえた今後の目標達成見込みについて、説明を補
足いただけないでしょうか。

・今後の製油所の統廃合などの情報は業界団体として把握しかねる事項
であるため、それらを踏まえた目標達成見込みをお示しすることはでき
ません。

8 Ⅲ.(1) P.14

①潜熱回収型高効率石油給湯器「エコフィール」と環境対応型高効率業
務用ボイラーによる2020年度の削減見込み量を試算いただいています
が、2030年度についても一定の仮定の下で試算することはできないで
しょうか。

②昨年度の事前質問において、バイオマス燃料、サルファーフリー化、
省燃費型エンジンオイルの削減見込み量の算定は困難と回答されいます
が、石油業界としての取組を発信するために、一定の仮定の下で試算す
る、あるいは他業界と協力して試算することをご検討いただけないで
しょうか。

③上記以外に以下は削減貢献にならないでしょうか。
・原油海上輸送の低炭素化
・原油採掘時の随伴二酸化炭素の回収・貯留
・コンビナート連携による需要家の省エネ効果

①潜熱回収型高効率石油給湯器「エコフィール」については関係業界に
おいて現在検討がなされている状況です。また、環境対応型高効率業務
用ボイラーについては足元の実績から削減見込みを試算していることよ
り、2030年度という長期の削減見込みは精度に欠けると考えています。

②バイオマス燃料の効果はカーボンニュートラルと仮定すれば約130万
tCO2です。(目標の質問への回答に同じ)
サルファーフリー化については、基本的には、自動車に装備された排ガ
ス浄化装置の高度化に寄与するものですが、それによりエンジン自体の
燃費改善技術が導入可能となったり、排ガス浄化装置自体における燃料
消費を抑制する効果があります。しかし、各種の自動車について、実際
には存在しない、サルファ―フリー化していない状況における相応の自
動車を想定して燃費の差異を推計することは無理と考えています。
省燃費型エンジンオイルについては生産・販売・使用形態を含めて現状
把握と定量化の可否を今後検証してみます。

③原油海上輸送の低炭素化に関しましては、IMO（国際海事機関）におい
て長期目標「今世紀中のなるべく早期に、国際海運からのGHGゼロ排出
を目指す。」が掲げられています。
原油採掘時の随伴二酸化炭素の回収・貯留に関しましては、資源開発業
に関する事項であるため、回答しかねます。
コンビナート連携による需要家の省エネ効果に関しましては、製油所の省
エネ効果としてカウントするとともに、他事業者においても効果が得ら

9 Ⅲ.(3) P.15

①高度化法のバイオ燃料導入目標達成に向けた取組をされていますが、
バイオ燃料の導入によるLCAでの削減効果を分析した事例などがあればご
紹介いただけないでしょうか。

②2017年度に高度化法の目標値である原油換算50万KLのバイオエタノー
ルの導入を既に達成しているにもかかわらず、2022年度の原油換算50万
KLの目標達成に向け取り組みを進めていくとありますが、既に達成した
上で、2022年度までに具体的に何を進める計画なのか（更なる普及拡大
等）、補足説明を頂けないでしょうか。

①バイオ燃料のLCAでのGHG削減効果は、代替される燃料（日本の場合
はガソリン）のGHG排出量と比較した削減効果で評価されます。
高度化法では、利用するバイオ燃料について、原料作物の栽培（土地利
用変化を含む）や輸送、燃料製造、消費地までの輸送、バイオ燃料の消
費（カーボンニュートラルにより排出はゼロ）という各工程のGHG排出
量を評価し、通常のガソリンのGHG排出量と比較した「GHG削減効果」
が、一定水準以上確保されることを求めています。2017年度まではガソ
リン対比50％以上だった基準が、2018年度からは55％に引上げられまし
た。従って、今年度から利用中のバイオ燃料は、少なくともガソリンよ
りGHG排出が55％以上少ないものになっています。

②世界的にバイオ燃料は「地産地消」が原則であるところ、わが国は全
量を輸入していることから、2022年度末までの5年間は導入目標量は原油
換算50万KLで維持しつつ、調達コストの低減、原料が食料生産と競合し
ない次世代エタノールの国産化の推進、①に記載したGHG削減効果に優
れるバイオ燃料の利用、にわが国として取り組むことになっています。

（８） 2030年度の目標達成の蓋然性

Ⅲ．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献
（１） 低炭素製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2017年度の取組実績
（３） 2018年度以降の取組予定

（４） 実施した対策、投資額と削減効果の考察

（５） 当年度の想定した水準（見通し）と実績との比較・分析結果及び自己評価
（６） 次年度の見通し
（７） 2020年度の目標達成の蓋然性

資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
W
G

石
油
連
盟

（９） クレジット等の活用実績・予定と具体的事例



10 Ⅳ.(1) P.18

①海外での削減貢献量を定量化をご検討いただくとのことでしたが、進
展等ありましたら、記載いただけないでしょうか。
②潜熱回収型高効率石油給湯器「エコフィール」や環境対応型高効率業
務用ボイラー等の海外での展開の実績はありますでしょうか。

①そもそも数値化が難しい事業や、事業の機密性の観点から詳細事項を
記載することが難しく、現段階では進展等がありません。

②国によって調達可能な燃料スペックが異なる等の理由もあり、潜熱回
収型高効率石油給湯器「エコフィール」および環境対応型高効率業務用
ボイラーを日本から海外に展開している実績はないとの認識です。

11 Ⅴ.(1) P.20
ペトロリオミクスによる石油精製高効率化技術は既存技術と比較してど
の程度の効率改善・CO2削減効果が見込まれるでしょうか。

・ペトロリオミクス技術を用いた具体的な技術開発については、現在研
究開発中であり、定量化されていません。

12

Ⅶ.(3)
【2017年
度の取組
実績】

P.24
エネルギー消費量の削減幅が例年より大きくなっておりますが、その背
景について補足いただけますか。

・会員企業間で経営統合があり、運輸部門の合理化が促進された等の影
響を受けているものと思われます。

13

Ⅶ.(1)
【国際的
な比較・
分析】

P.28

①国際比較において、地域との比較となっていますが、主要国との比較
は難しいでしょうか。

②「精油所のエネルギー効率国際比較」において、米国・カナダの効率
が低いのはどういった背景でしょうか。例えば、設備更新を適切に行わ
なければ、日本の水準も米国・カナダ水準にまで悪化する可能性はある
のでしょうか。

①基本的に、石油精製企業が調査会社へ評価を依頼してており、データ
の一部がある程度包括的に開示されています。現状、調査会社から国毎
のデータが示されていません。
また、定性的な傾向として、製油所のエネルギー効率についても規模の
効果があります。今回お示しした４地域の分類では、日本が最も製油所
の原油処理能力の平均値が小さく、かつ、他の地域との差異は最大で４
割程度となっており、努力水準の比較にはそこそこ適切と考えていま
す。

②米国・カナダの背景については、明確な回答が得られるかどうかは不
明ですが、現在調査会社に問合せ中です。
一方、現在使用中の設備が（安全操業の範囲での）寿命を迎えるまで適
切に管理されていれば 基本的にエネルギー効率の低下はありません。

14
【総論と
して】

2020年／2030年目標達成に向けて、現状を一言で評価するとどういった
状況にあると認識されていますか。（例：現状の取り組みを継続するこ
とで目標達成の可能性が高い、経済社会環境等を勘案すれば目標達成は
予断を許さない／更なる取り組みの発掘が必要な状況）

・12頁に記載の通り「今後の国内燃料油需要量の減少が見込まれる状況
下においては、製油所の閉鎖/規模縮小・設備の廃止/停止等、エネル
ギー削減量の減少影響が懸念されるため、毎年度のフォローアップにお
いて進捗率を注視していく必要がある。」との認識であり、2020年目標
および2030年目標共に目標達成に向けて最大限努力しています。

15
【その
他】

低炭素社会実行計画を推進するにあたって、SDGｓの17の目標、169の
ターゲット等に紐付けた整理をされているかどうか、されている場合は
その例をお示しいただければと思います。

・低炭素社会実行計画とSDGsとを紐付した整理は行っていません。

16
【その
他】

TCFD提言書に沿った気候関連財務情報の開示が求められておりますが、
業界として何か取り組んでいることはありますでしょうか。
特に、個社がシナリオ分析を行うための情報やツール等が不足している
との課題がありますが、気候関連財務情報の分析に利用できる業界特有
の情報やツールの整備を行っておりましたらご教示ください。

・経済産業省が開催している「TCFD研究会（公開）」の下部組織である
WG（非公開）で検討されている「企業のTCFDに沿った情報開示を促進
するためのガイダンス」の作成に関与しています。

その他

Ⅷ．国内の企業活動における2020年・2030年の削減目標
（削減目標・目標の変更履歴等）
（１） 目標策定の背景
（２） 前提条件
（３） 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性

（４） 目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態

（３） 家庭部門、国民運動への取組など

（４） 2018年度以降の取組予定
（５）革新的技術・サービスの開発に伴うボトルネック（技術課題、資金、制度など）
（６）想定する業界の将来像の方向性（革新的技術・サービスの商用化の目途・規模感を含む）
Ⅵ．その他の取組
（１） 情報発信（国内）
（２） 情報発信（海外）
（３） 検証の実施状況
（４） 2030年以降の長期的な取組の検討状況
Ⅶ．業務部門（本社等オフィス）・運輸部門における取組
（１） 本社等オフィスにおける取組
（２） 運輸部門における取組

（３） 2017年度の取組実績

Ⅳ．海外での削減貢献
（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2017年度の取組実績
（３） 2018年度以降の取組予定
Ⅴ．革新的技術の開発・導入
（１） 革新的技術の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠

（２） 技術ロードマップ



17
【その
他】

SBT（Science Based Targets）やRE100といった国際的なイニシアティ
ブに参加する個社が増えていますが、業界として何か取り組んでいること
はありますでしょうか。
（世界では、一部の電力・エネルギー業界の企業がSBT認定を受けた
り、同業界や鉱業業界の企業がSBT認定やRE100への参加をしたりしてい
ます。）

・業界としての取り組みはありません。

18
【その
他】

石油からの間接的なGHG排出削減について、更なる対策をご検討されて
いればご教示ください。
（WEO2018の分析では、石油・ガスからの間接的なGHG排出量は部門全
体の15％を占めるとされています。）

・引き続き低炭素社会実行計画を着実に推進して参ります。



No
調査票項
目番号

調査票
頁番号

指摘 回答

1 P.1-2

「マージナル補正」では、将来のCO2排出量の見通しの算定において、
総排出量（全電源平均排出係数）から削減量（火力電源の排出係数）を
差し引いているとのことですが、いずれかの排出係数で統一した方が実
態に即したものになるのではありませんか（総排出量と削減量で異なる
排出係数を用いることは、全体のCO2排出量の過小評価、あるいは削減
量の過大評価になりませんか）。

・「マージナル補正」はコージェネ等によるCO2削減の効果を適正に評
価するための算定手法であり、CO2排出量の過小評価あるいは削減量の
過大評価を行うものではない。系統電源の削減によるCO2削減量の算出
の基本的な考え方（マージナルの考え）は、世界的なスタンダードであ
る「GHGプロトコル」においても、対策により影響を受ける系統電源
（日本の場合は火力電源）の係数で評価することが示されており、ま
た、地球温暖化対策計画においても、コージェネ導入によるCO2削減量
は火力電源係数を用いて算出することとされている。

2 Ⅰ.(2) P.4

2017年4月からガス小売自由化が開始され、日本ガス協会に登録はないも
のの新たにガス小売事業者として参入して供給を行っている事業者もある
かと思います。新たな小売事業者の中には、大きな規模で都市ガス製造
にも携わる事業者もあることから、これらの事業者についても全て参加
することではじめて、都市ガス業界のカバー率が100％となるようカバー
率の考え方を見直して取り組む方が良いのではないでしょうか。

・都市ガス業界の低炭素社会実行計画は、日本ガス協会の正会員である
一般ガス導管事業者かつガス小売り事業者が対象で、全ての正会員が取
り組んでいる。
・現時点でのカバー率は、契約件数ベースで96%、販売量ベースで87%
（電力・ガス取引監視等委員会「ガス取引の状況（平成30年8月分）」）
であるが、将来、自由化の進展により著しくカバー率が低下するようで
あれば、新規参入者にも参加を呼び掛けて参りたい。

3 Ⅰ.(4)② P.5
新たにガス小売事業者として参入し都市ガス製造を行っている事業者に
対しても、都市ガス業界として本計画に参画を促すような取組みを実施し
ていますか。

・都市ガス業界の低炭素社会実行計画は、日本ガス協会の正会員である
一般ガス導管事業者かつガス小売り事業者が対象で、全ての正会員が取
り組んでいる。
・現時点でのカバー率は、契約件数ベースで96%、販売量ベースで87%
（電力・ガス取引監視等委員会「ガス取引の状況（平成30年8月分）」）
であるが、将来、自由化の進展により著しくカバー率が低下するようで
あれば、新規参入者にも参加を呼び掛けて参りたい。

4

Ⅱ.(3)
【エネル
ギー消費
量、エネ
ルギー原
単位】

P.11

エネルギー消費量・原単位について、今般は、供給エリア拡大やガス導
管の延長に伴う都市ガス送出圧力上昇や原料発熱量の低下等によるCO2
排出量増加が予想されるところ、直近の約10年間の実績では、ほぼ横ば
いの推移に低減できている要因としてどういったことが考えられるで
しょうか。

都市ガス製造プロセスにおける、コージェネレーションの導入、ポン
プ・コンプレッサー等の設備更新による高効率化、各種運用改善等に継
続して取り組んできた成果と考えている。

5

Ⅱ.(3)
【CO2排
出量、

CO2原単
位】

P.12

①2017年度のCO2増加要因として、厳冬及びLNG原料の低発熱量化を挙
げておられますが、相対的にどちらの影響が大きかったのでしょうか。

②2016-2017実績について
・エネルギー消費量：+2％、同原単位：±0％
・CO2排出量：+2％、同原単位：+3％
この結果の背景は「厳冬及びLNG原料の低発熱量化による蒸気・温水の
使用増に伴う燃料使用量の増加等」と文章からは読めるのですが、単純
にCO2排出原単位の高い燃料シェアが増えたと解釈してよいのでしょう
か。今少し、ご説明を頂ければ。

③CO2排出量の実績のトレンドで、2017年度において、LNG原料の低発
熱量化が対前年度比でCO2増加の一要因とありますが、長期的に見ても
LNG低発熱量化は継続すると見てよろしいのでしょうか。何か対策を講
じる予定はあるのでしょうか。

①低発熱量のLNG原料である米国産シェールガスの受入は2017年度から
始まったものであるが、受入量はそれほど多くなかったため、相対的に
は厳冬の影響を大きく受けている。

②データシートの計算式が間違っており、2016-2017実績について、正し
くは、
・エネルギー消費量：+1.7％、同原単位：+3.0％
・CO2排出量：+2.0％、同原単位：+3.3％
となり、CO2排出原単位の高い燃料が増えたわけではない。

③エネルギーの安定供給の観点からLNG原料の多様化を進めており、現
時点では低熱量な米国産シェールガスの導入などにより2030年頃までは
低発熱量化の傾向が続くとみている。製造プロセスにおけるのコージェ
ネレーションの導入やポンプ・コンプレッサー等の運用改善で排出削減
に努めて参りたい

6

Ⅱ.(3)
【要因分
析】（詳
細は別紙

５参
照。）

CO2要因分析において、CO2排出量の2016年度→2017年度変化分を見る
と、事業者省エネ努力分で3%増加、燃料転換で0.6%増加しております
が、これらの背景要因について補足説明を頂けないでしょうか

・事業者省エネ努力分で表された増加要素は、厳冬及びLNG原料の低発
熱量化による加熱用燃料の使用量増である。
・燃料転換で表されている増加要素は、都市ガス製造で使用するエネル
ギーは主として動力用の電気と加熱用の燃料であるが、電気に比べてCO2
原単位の高い燃料の使用量が増えたことが要因である。

（３） 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO2排出量・原単位の実績

平成３０年度評価・検証WG「日本ガス協会」 事前質問・回答一覧

「低炭素社会実行計画」（2020年目標）
「低炭素社会実行計画」（2030年目標）

（昨年度フォローアップを踏まえた取組状況）
Ⅰ．業界の概要
（１） 主な事業
（２） 業界全体に占めるカバー率

（３） 計画参加企業・事業所
（４） カバー率向上の取組

（５）データの出典、データ収集実績（アンケート回収率等）、業界間バウンダリー調整状況
Ⅱ．国内の企業活動における削減実績
（１） 実績の総括表
（２） 2017年度における実績概要



7

Ⅱ.(4)
【2018年
度以降の
取組予
定】

P.14

現在取り組んでいる高効率機器の導入や設備運用の変更によるCO2排出
削減の取組みに加えて、国内での都市ガスの製造時や導管でのガス送
出、販売における漏洩（ロス）対策もポンプ・コンプレッサー等の動力
の低減や温室効果ガスであるメタン排出削減につながることから大変有
効な取組みであると思いますが、基準年および現状の漏洩（ロス）量・
割合を定量的に提示してください。また、漏洩（ロス）量低減に向けた
取組みの原状と今後の予定についてご説明ください。

これら取組みを調査票に記載してはどうでしょうか。

・都市ガス（天然ガス）は可燃性の気体であり保安・事故防止の観点か
ら従前より高いレベルで漏洩対策に取り組んでいる。
・通常運用時のメタン放散としてはガスの成分分析に使用した微量なガ
スがあるが、分析で未使用分を回収する等、極力大気放出しないように
している。
・導管工事等に伴う都市ガス放散を削減するエコパージ車の使用などメ
タン放散の抑制に努めている（バウンダリー外）。
・漏洩については、現時点ではモニタリングをしておらず、定量的な記
載は困難である。

8

Ⅱ.(4)
【他事業
者と連携
したエネ
ルギー削
減の取
組】

P.15

LNG冷熱利用について、わが国の温室効果ガス削減に大きく寄与できる
ものと考えられますが、現在全体量（活用量＋未活用量）がどの程度あ
り、そのうちどれくらいの割合で活用されているのでしょうか。また、
今後、他事業者との連携で活用できるのは、見込量はどの程度でしょう
か。具体的な数量を本調査票に書き込むことを検討されてはいかがで
しょうか。

・現在発生している冷熱は、物理的制約や経済性、都市ガスの安定操業
などを踏まえて、冷熱発電、空気分離、ドライアイス製造など未利用冷熱
エネルギーの最大限の活用を行っている。今後も基地の増強など追加的
な冷熱エネルギーの活用の機会が発生した場合は、関係企業とも連携し
利用方法などの検討を行っていく。
・現状の冷熱活用量、未活用量については、現時点では会員企業のデー
タがなく、数量記載は困難である。今後、会員企業と連携して定量化に
ついては検討を行う。見込量については、将来どのような冷熱利用用途
があるか見通せないため、定量化は困難である。

9

Ⅱ.(5)
【自己評
価・分

析】（３
段階で選

択）

P.16

「都市ガスの安定供給に支障のない範囲での設備運用の変更により更な
る削減を進めていく」という表記が随所に出てきますが、ここでの「安
定供給に支障のない範囲」とは、どういった運用手段でのリスクが考え
られるのでしょうか。具体的に例示して頂けると解りやすいと思いま
す。

具体的には、例えば、運転機器予備率を下げ過ぎたため、運転機器が故
障した際のトラブル発生時に、ガス製造への悪影響が生じるなどのリス
クが考えられる。都市ガスの安定供給を毀損しない範囲での、省エネ・
省CO2に取り組んでいく。

10

Ⅱ.(7)
【目標指
標に関す
る進捗率
の算出】

P.17
2020年目標も2030年目標も達成しているが、目標引き上げをご検討いた
だけないでしょうか。目標引き上げが困難な場合、その根拠となる背景
等を具体的・定量的に記載いただけないでしょうか。

2020年目標は2017年1月に経団連の中間レビューに合わせて、直近の実
績を踏まえ、2020年目標の見直しを実施している。（11.1 g-CO2/m3⇒
10.3g-CO2/m3）
今後、製造量の増大に伴う送出圧力上昇、BOG処理量の増加、シェール
ガスに対する増熱等で、都市ガス製造過程でのエネルギー使用量の増加
（CO2の増加）が見込まれ、また、2030年に向け事業形態の変更などが
見通せないことなどから、現時点では2030年目標を見直すことが困難と
考えている。

11

Ⅱ.(7)
【自己評
価・分

析】（３
段階で選

択）

P.17

①CO2原単位増加要因として、都市ガス供給エリア拡大やガス導管延に
伴う都市ガス送出圧力上昇によるとの記載がありますが、2020年度およ
び2030年度の生産活動量が順調に増加することを見込んでいる中で、
LNG基地増設・最適化や漏洩対策等の取組みによって、原単位を抑制す
るといった検討はされないのでしょうか。また、これにより目標の見直
しを検討されてはいかがでしょうか。

②LNG発熱量低下に伴う増熱用LPGの使用増加とありますが、これは都
市ガスの供給者サイドだけではなく、需要者サイドとしてもCO2排出量が
増加することにもつながります。増熱による都市ガス使用で日本全体の
排出量に対して、何万ｔ-CO2程度影響が出ると見込んでいますか。

①今後、都市ガスの需要が伸びていく中で、供給エリア拡大やガス導管
延に伴う都市ガス送出圧力上昇によるCO2原単位は増加してしまうが、
コージェネレーションの導入やポンプ・コンプレッサー等の運用改善に
よりできる限りの抑制に努める。

②都市ガスはLNG（天然ガス）にLPGを添加して熱量を一定（例えば
45MJ）にして送出している。このように熱量を一定にした場合は、原料
LNGの種別によらず、CO2の排出量は基本的にはほぼ変わらないと言え
る。よって需要サイドのCO2排出量の増加にはつながらないと考えてい
る。

12 Ⅲ.(1) P.19

①天然ガス自動車の2020年、2030年のCO2削減量を現状に比べかなり大
きく見込んでおりますが、前提条件、想定方法に関して、補足説明をいた
だけないでしょうか。

②過年度の事前質問でも指摘されていますが、コージェネレーションや
エネファームによる削減見込み量を試算されていますが、具体的な計算
式や仮定を詳らかに調査票に追加することはできないでしょうか。ある
いは、詳細な計算方法はWebサイトで公開されているのでしょうか。
フォローアップWGにおいて議論するだけでなく、他の業界団体も含めて
広く活用していくために積極的な情報の公開をお願いいたします。

①基本的な考え方は、ガソリン・軽油をベースラインとしてCO2削減効
果を算定、天然ガス自動車の普及台数ポテンシャルを乗じることで算定
している。

②基本的な考え方は、コージェネレーション・エネファームの普及によ
り代替される機器・エネルギーをベースラインとして、CO2削減効果を算
定。これに、2020年、2030年の普及ポテンシャルを乗じることでCO2削
減見込量を算定している。
例）コージェネレーションのベースラインは、購入電力（火力）＋ガス
ボイラー

計算の基本的な考え方は、経団連で取りまとめた「GVCコンセプトブッ
ク」で公開している。

（８） 2030年度の目標達成の蓋然性

Ⅲ．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献
（１） 低炭素製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠

（４） 実施した対策、投資額と削減効果の考察

（５） 当年度の想定した水準（見通し）と実績との比較・分析結果及び自己評価

（６） 次年度の見通し
（７） 2020年度の目標達成の蓋然性

資
源
エ
ネ
ル
ギ

日
本
ガ
ス

（９） クレジット等の活用実績・予定と具体的事例



13 Ⅲ.(2)
P.19

P.21

①　コージェネレーションやエネファームの普及拡大に向けた取組を調
査票に記載いただいていますが、導入実績等の定量的な実績を加えるこ
とはできないでしょうか。

②　「ガス瞬間式給湯器（エコジョーズ含む）の海外展開」について、
例えば2017年度において、海外展開が進んでいる具体的な事例及びその
削減の推計量を、可能な範囲でご教示いただけませんでしょうか。

①コージェネ財団が導入実績をホームページで公表しており、それを引用
することは可能である。

コージェネ　総累計台数（他燃料含む）　17,604台、総導入容量（他燃
料含む）10,602MW
エネファーム　総累計台数（他燃料含む）　257,339台
https://www.ace.or.jp/index.html

②2017年度の日本のガス機器メーカー（ノーリツ、リンナイ等）による
輸出実績（貿易統計）を元に、輸出先で主に利用されている貯湯式電気
温水器のエネルギー使用量、当該国の火力平均係数をベースラインとし
て算定し、削減実績は約1,000万t-CO2と推計した。
・ガス機器の海外展開はガス機器メーカーの取り組みとして、「参考」
として記載している。個別の具体的な事例については現状、把握できてい
ない。

14 Ⅳ.(1) P.20

①ガス瞬間型給湯器（エコジョーズ含む）の海外展開が他の施策に比べ
大きなCO2削減実績を示しているが、給湯器の海外展開により長期的に
さらなる削減量を期待できるとみてよいのでしょうか。

②ライフサイクルを俯瞰した温暖化対策が重要になっており、事業者の
責務として、LNG上流事業（天然ガス開発・採掘、液化・出荷基地）に
おいて漏洩する天然ガスを日本の高い技術を活用して削減することが海外
での削減貢献につながると思いますが、現状の漏洩量と今後の対策によ
る削減ポテンシャルがどの程度あるのか定量化できないでしょうか。ま
た、新たな取組み項目として漏洩低減を追加することはできないでしょ
うか。

③定量化している項目について、もう少し詳細な説明を記載出来ないで
しょうか。

①ガス瞬間式給湯器の削減貢献量は、貯湯式給湯器の普及率が高い国で
の瞬間式給湯器への代替需要を見込んで推計している。他業界（給湯器
メーカー）の取り組みではあるが、輸出量は増加傾向であり、更なる削
減が期待できると推察される。

②世界各国のガスエネルギー事業者が参加する国際ガス連盟（IGU：
International Gas Union）等ではメタン排出削減を課題として認識し、モ
ニタリング手法や排出削減のベストプラクティスの共有が行われてお
り、世界的に取り組みを強化している。我々もこうした動きをサポート
していきたい。

③日本の大手都市ガス事業者が、北米・欧州・アジア地域において、天
然ガス上中流事業、発電事業、ガスコージェネレーション導入を進めて
いるほか、日本のガス機器メーカーが、北米・欧州・アジア地域におい
て、エネファーム（家庭用燃料電池）、ガス瞬間式給湯器、GHP（ガス
空調）等の高効率ガス機器の販売を行っている

15 Ⅴ.(6)③
挙げられている「純水素PEFC」「メタネーション技術」について、導入
に向けたシナリオをどのように考えておられるでしょうか。

・水素関連の技術については基本的に「水素基本戦略」に沿った形で進
めていく。
・純水素PEFCについて水素基本戦略では2030年以降導入拡大を図るとし
ている。
・メタメーションについては、電力ガスなどのエネルギー企業やエンジ
ニアリング会社など多くの企業が参画し、将来のCO2利用技術を検討す
る研究会（CCR研究会：Carbon Capture Reuse）に参画し、技術検討を
進めており、将来の水素社会の実現に貢献していく。

16 Ⅶ.(4) P.29
2030年以降の長期的な取組が空欄となっていますが、エネルギー供給の
一翼を担う業界として、現時点での検討状況等はないでしょうか。

革新的な技術として、燃料電池の超高効率化・低コスト化や、水素社会
の実現に向け、メタネーションの技術利用も検討している。

Ⅷ．国内の企業活動における2020年・2030年の削減目標
（削減目標・目標の変更履歴等）
（１） 目標策定の背景
（２） 前提条件

（３） 家庭部門、国民運動への取組など

（４） 2018年度以降の取組予定
（５）革新的技術・サービスの開発に伴うボトルネック（技術課題、資金、制度など）
（６）想定する業界の将来像の方向性（革新的技術・サービスの商用化の目途・規模感を含む）

Ⅵ．その他の取組
（１） 情報発信（国内）
（２） 情報発信（海外）
（３） 検証の実施状況
（４） 2030年以降の長期的な取組の検討状況

Ⅶ．業務部門（本社等オフィス）・運輸部門における取組
（１） 本社等オフィスにおける取組
（２） 運輸部門における取組

（３） 2017年度の取組実績

（２） 2017年度の取組実績

（３） 2018年度以降の取組予定
Ⅳ．海外での削減貢献
（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2017年度の取組実績
（３） 2018年度以降の取組予定
Ⅴ．革新的技術の開発・導入
（１） 革新的技術の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠
（２） 技術ロードマップ

ギ
ー
W
G

協
会



17

Ⅶ.(1)
【目標水
準の設定
の理由、
自ら行い
うる最大
限の水準
であるこ
との説
明】

P.38
・昨年度の調査票では、各項目ごとに具体的な数値を記載しており大変明
確であったが、今年度分の調査票では削除されていることから、昨年同
様に、数値を記載し取組みの透明性を高めていただきたい。

・目標設定時の数値を記載するよう努める。

18

Ⅶ.(1)
【導入を
想定して
いるＢＡ
Ｔ（ベス
ト・アベ
イラブ

ル・テク
ノロ

ジー）、
ベストプ
ラクティ
スの削減
見込量、
算定根
拠】

P.40
P.41

・BOG圧縮機の電力削減の取組みについて記載がありますが、BOGの発
生自体を抑制する取組みはどのように対応しているのでしょうか。

・LPG気化器にもLNG気化器と同様に、ORVの採用はできないのでしょ
うか。仮に採用できない場合、技術的課題は何でしょうか。

・【電力消費と燃料消費の比率（CO2ベース）】で、電力56%、燃料44%
（コージェネレーション燃料含む）とありますが、具体的な算定根拠
（算定式）を示してください。

・LNG（液化天然ガス）タンクは-162℃という極低温のLNGを貯蔵する
ため断熱構造になっているが、外部との温度差がわずかに生じるため、
BOGは必ず発生するが、抑制のために圧力調整やLNGの冷熱を有効活用
した再液化などに取り組んでいる。

・既にLPG気化にORVを採用している例はある（厳密にはLNGとLPGを
液体のまま混合しORVで気化と熱調を同時に実施するもの）。この方式
の導入については経済性やオペレーション性などを考慮して検討した
い。

・データシートの「CO2量」シートの中の
2017年度実績値
購入電力量（業界指定ケース）=20.24万t-CO2、その他燃料=16.08 万t-
CO2
より算定している。

19
【総論と
して】

2020年／2030年目標達成に向けて、現状を一言で評価するとどういった
状況にあると認識されていますか。（例：現状の取り組みを継続するこ
とで目標達成の可能性が高い、経済社会環境等を勘案すれば目標達成は
予断を許さない／更なる取り組みの発掘が必要な状況）

原料転換、都市ガス製造プロセスの効率化など、CO2排出削減に積極的
に取り組んできた。2030年に向け、都市ガス供給エリア拡大やガス導管
の延長に伴う都市ガス送出圧力上昇、LNG発熱量低下に伴う増熱用LPG
の使用量増加などにより、今後CO2原単位が増加する見込みであるが、
現状の取組みを継続することで目標達成の可能性は高いと考える。

20
【その
他】

低炭素社会実行計画を推進するにあたって、SDGｓの17の目標、169の
ターゲット等に紐付けた整理をされているかどうか、されている場合は
その例をお示しいただければと思います。

一部の事業者では、低炭素社会実行計画にとどまらず、事業全体をSDGs
の目標と紐づけて整理をしている。
例：東邦ガス
http://www.tohogas.co.jp/approach/eco/

21
【その
他】

SBT（Science Based Targets）やRE100といった国際的なイニシアティ
ブに参加する個社が増えていますが、業界として何か取り組んでいること
はありますでしょうか。
（世界では、一部の電力・エネルギー業界の企業がSBT認定を受けた
り、同業界や鉱業業界の企業がSBT認定やRE100への参加をしたりしてい
ます。）

SBT、RE100などの活動への参加は個社判断にはなるが、業界としては各
種フォーラムや研究会にも参加し、他企業の取り組みなどの情報収集、
業界内の情報共有に努めている。

22
【その
他】

TCFD提言書に沿った気候関連財務情報の開示が求められておりますが、
業界として何か取り組んでいることはありますでしょうか。
特に、個社がシナリオ分析を行うための情報やツール等が不足している
との課題がありますが、気候関連財務情報の分析に利用できる業界特有
の情報やツールの整備を行っておりましたらご教示ください。

経産省の「TCFD研究会WG」に都市ガス事業者が委員として参加するな
ど、TCFDに関連する情報の収集、業界内の情報の共有化に取り組んでい
る。既存のCSR報告書などでの公表内容とTCFDの開示項目の整合性など
を評価するなど検討を行っている。

23
【その
他】

ガスからの間接的なGHG排出削減について、更なる対策をご検討されて
いればご教示ください。
（WEO2018の分析では、石油・ガスからの間接的なGHG排出量は部門全
体の15％を占めるとされています。）

・都市ガス（天然ガス）は可燃性の気体であり、日本国内においては、
保安・事故防止の観点から従前より高いレベルで漏洩対策に取り組んで
いる。（WEO2018分析の排出量の多くは油田やガス田など海外の上流部
門が占めていると思われる）また、世界各国のガスエネルギー事業者が
参加する国際ガス連盟（IGU：International Gas Union）等ではメタン排
出削減を課題として認識し、モニタリング手法や排出削減のベストプラ
クティスの共有が行われており、世界的に取り組みを強化している。我々
もこうした動きをサポートしていきたい。

その他

（３） 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性

（４） 目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態



No
調査票項
目番号

調査票
頁番号

指摘 回答

3

Ⅱ.(1)
【総括

表】（詳
細は別紙

４参
照。）

P.9

・総括表の2017年度実績における生産活動量およびCO2原単位が、些少
ながら調査票とデータシートで下記の様に異なっておりますので、ご確
認いただけないでしょうか。
生産活動量
[調査票]241.6　[データシート]241.5

CO2原単位
[調査票]1.488　[データシート]1.489

・整合を取り訂正いたしました。
　生産活動量：241.5
　CO2原単位：1.489

3

Ⅱ.(2)
【目標に
対する実

績】

P.10,
11

①＜2020年目標＞における目標指標の実績値ですが、項目欄の年度が、
2015年度実績および2016年度実績となっておりますが、正しくは、2016
年度実績および2017年度実績ではないでしょうか。

②＜2020年目標＞における進捗状況ですが、上記と同様に2015年度比で
はなく、2016年度比ではないでしょうか。

③＜2020年目標・2030年目標＞における2017年度実績ですが、総括表と
同様に記載されている値が、調査票とデータシートで異なるので、ご確
認いただけないでしょうか。

・齟齬を訂正いたしました。

・2017年度では、各分野での実施計画に基づき勉強会を中心に活動を進
め、エネルギー地球温暖化問題の国内・国際動向を中心に情報共有と情
勢の流れへの対応への意識が高かったと考えます。具体的には、電力シ
ステム改革、エネルギー基本計画見直し、エネルギーミックス情勢、地
球温暖化対策に向けた議論、国際動向としてのＣＯＰ、Ｇ20大阪開催に
向けた産業界の取り組むべき方向性などであります。
・また、具体的な低炭素社会実行計画の目標達成に向けた業界の取組み
としては、革新的な技術獲得の状況、組織フォーメーション、人材配置、
技術伝承、人材育成とその仕組みなどの情報共有と意見交換を進め、共
通課題の認識共有が図られました。また、ＩＣＴ社会到来に備えた、革
新的技術としてのＩＣＴ推進やＩｏＴ・ＡＩ活用導入を促進する意識も
高まり、個社によっては専門組織の設置などが進んできました。
・2018年度では、共通課題のソリューションを進めるため、各部会委員
会でのメンバーの意見を反映し、共通課題としての、革新的な技術・施
設見学と専門有識者と意見交換を行うための現地研究会を進め、業界の
底上げを図っております。また、生産活動の安定化・稼働率向上、定修
期間短縮などの成果を全国鉱山・製錬所現場担当者会議報告で共有し、
好事例に関しては当該年度での現地研究会を実施、可能な範囲での個社
からの情報公開と意見交換を進め、業界への水平展開を進めておりま
す。また、希望の多かった革新技術活用による異常予兆管理手法の実践
導入を目指した取り組みを進める予定です。2017年度実績に係る工務部
会現地見学会は、省エネ補助金の制度活用により複数年度事業採択で実
施された銅製錬プラントの酸素設備統合施設の製錬所サイトにて開催い
たしました。
・昨今の状況としては、意識の高まりもあり、経団連殿での報告を直接
聴講したいなど、個社の長期ビジョン策定・SDGs,EDS,TCFDなど環境経
営強化による企業価値向上などに向けた適時の動向把握を希望する意見

エネルギー政策、地球温暖化対策などに関する情報共有・意見交換を各
種委員会開催を通じて取り組んでいる点やベストプラクティスの水平展
開等は大いに評価できる。実際に得られた効果や、参加各社からの反応
について補足説明をいただければと思います。

P.7Ⅰ.(4)②1

平成３０年度評価・検証WG「日本鉱業協会」 事前質問・回答一覧

「低炭素社会実行計画」（2020年目標）
「低炭素社会実行計画」（2030年目標）
（昨年度フォローアップを踏まえた取組状況）
Ⅰ．業界の概要
（１） 主な事業
（２） 業界全体に占めるカバー率
（３） 計画参加企業・事業所
（４） カバー率向上の取組

（５）データの出典、データ収集実績（アンケート回収率等）、業界間バウンダリー調整状況
Ⅱ．国内の企業活動における削減実績
（１） 実績の総括表

（２） 2017年度における実績概要



4
Ⅱ.(3)

【生産活
動量】

P.12

・本年度の調査票においても、原単位の変化の要因のひとつとして
「フェロニッケルの減産」を挙げられているため、昨年度において追記い
ただいた銅、鉛、亜鉛、ニッケル、フェロニッケルの生産割合の図表
を、差し支えなければ、調査票に記載いただくことはできないでしょう
か。

・フェロニッケルの生産割合は、2016年度は4.4％、2017年度は4.8%、
です。生産量は若干増加し、ＣＯ2排出原単位は、若干向上しています。
2013年度からの各金属の生産割合のグラフを追記いたしました。

5

Ⅱ.(3)
【エネル
ギー消費
量、エネ
ルギー原
単位】

P.13
「鉱石品位の低下」について、品位低下の見られる鉱石の種別や、それ
への対応策の実施可能性について、補足説明を頂けないでしょうか。

・鉱石品位の低下に関しては、鉱種毎また年度でもバラツキはあるもの
の、全鉱種で低下傾向を示しています。個社においては、鉱石品位低下
対応として、品位の高いリサイクル原料の活用、アノードスクラップを原
料としてプロセス内でリサイクルするなど採取量を高める対応策を講じて
います。

6

Ⅱ.(3)
【要因分
析】（詳
細は別紙

５参
照。）

P.16
CO2要因分析において、CO2排出量の2016年度→2017年度変化分を見る
と、燃料転換で1.6%増加しておりますが、この背景要因について補足説
明を頂けないでしょうか。

・燃料供給方法の最適化による燃焼効率の改善、廃熱の回収・利用、保
温の強化、蒸気漏れ対策など燃料削減の努力が継続的に行われていま
す。業界全体としては、定修やトラブルなどによる低ロード運転による効
率悪化の影響により、2016年度と比較し、CO2排出量が5.7万t-CO2、
1.6％増加したと考えられます。

7

Ⅱ.(4)
【2017年
度の取組
実績】

P.19

①第１パラグラフ：「焼結硫工程酸設備の更新が実施された」最終版で
は修正下さい。

②貴協会における省エネの難しさを明らかにするため、昨年度の事前質
問においてご回答頂きました、現状の省エネ対策のCO2限界削減費用(円
/t-CO2)を、RITEにおいて推計された値と比較するなどの形で図示いただ
けないでしょうか。

①修正いたしました。

②各年度のCO2削減量あたりの設備投資額の推移を、以下のグラフに示
しました。2017年度ではCO2を1t削減するために約11.1万円の設備投資
を実施したことになります。CO2削減量あたりの設備投資額の推移をみ
ても、RITE殿が試算している日本の限界削減費用260$/t-CO2（約2.9万
円/t-CO2）と比較して、今後も省エネ対策に相応の投資負担を要する状
況が続くものと考えられます。各社は今後も省エネ、CO2排出削減の余
地が少ない中、削減目標の必達に向け、BATの導入などコスト効率的か
つ効果的な省エネ対策を厳選実行し、省エネ活動を継続的に実施してい
くこととしております。

8
Ⅱ.(9)

【具体的
な取組】

P.25
P.2では、タイやペルーでの鉱山における事例を二国間クレジットへ展開
することを検討されているとのことですが、その進捗はいかがでしょう
か。

・2020年度目標には、二国間クレジット活用の検討を計画しておりまし
たが、現状具体的な取り組みには至っていない状況です。

（８） 2030年度の目標達成の蓋然性

Ⅲ．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献
（１） 低炭素製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠
（２） 2017年度の取組実績
（３） 2018年度以降の取組予定

（３） 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO2排出量・原単位の実績

（４） 実施した対策、投資額と削減効果の考察

（５） 当年度の想定した水準（見通し）と実績との比較・分析結果及び自己評価
（６） 次年度の見通し
（７） 2020年度の目標達成の蓋然性

資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
W
G

日
本
鉱
業
協
会

（９） クレジット等の活用実績・予定と具体的事例



9 Ⅳ.(1) P.37
「三菱連続製銅法」など個社の取組についても、定量化を検討出来ない
でしょうか。

・製錬所におけるエネルギー使用量は、銅精鉱の品位（銅、鉄、硫黄等
の含有度合い）により変わります。技術輸出した海外企業（対象個社の
連結外）から削減量を把握するための関連情報が入手できないため、削
減貢献量を定量化することは困難な状況です。

10 Ⅴ.(1) P.39 銅を使った高温超伝導の開発について言及出来ないでしょうか。
・調査を実施しましたが、非鉄業界において、現状、銅を使った高温超
電導の開発について取り組んでいる社がありませんでした。

11 Ⅴ.(5) P.40
省エネ補助金の活用に関して、「各個社の工程との調整が難しいなどの
制約」とありますが、省エネ実現に向けた課題の参考として、もう少し
具体的な事例で補足説明を頂けないでしょうか

・業界として省エネ補助金活用によるBAT導入を推進をしており、各社も
年度跨ぎ事業や複数年度事業の採択など制度改善を進めていますが、長
納期を有する機械設備導入や事業期間を製錬所の定修期間内に納める
等、大型投資事業への適用事例を進めるために課題もあると考えます。
一方、銅製錬所における酸素製造設備統合など、省エネ補助金制度を活
用した好事例を省エネルギー部会・電気委員会合同会議で共有を図り、
制度活用スキルの向上など、業界としての底上げを進めております。

12 Ⅴ.(6) P.45
長期計画に関する回答は得られなったとありますが、今後、長期計画の
策定を検討・計画している参加企業等はございますか。

・長期計画に関しては、中期経営計画の中での将来ビジョンを検討してい
る個社もあるようですが、情報収集のステージのようです。一方、ＩＣ
Ｔ社会到来に備えた、革新的技術としてのＩＣＴ推進やＩｏＴ・ＡＩ活
用導入を促進する意識も高まり、個社によっては専門組織の設置などが
進んできました。今後は、長期ビジョンの検討も含め、各個社の取組み
状況の共有を進め、業界としても長期計画の策定を目指したいと考えま
す。

13 Ⅵ.(1)② P.47
CDPやSRIへ回答されている企業があるとのことですが、何社ほど回答さ
れているかご教示いただけないでしょうか。

・4社が回答しております。

14 Ⅵ.(4) P.48
今後、貴協会において、2050年などの長期的な計画を策定する計画等が
ありましたらご教示いただけないでしょうか。

・現状は、中期経営計画として３ヶ年の経営計画・事業計画・設備投資
計画が基本となっております。省エネ対策、ＢＡＴ導入計画などは、個
社が公開した経営計画・事業計画等に基づく報告に則ったものです。一
方、個社ごとに将来ビジョン策定として、中期計画より長期のビジョンを
継続的に検討しておりますが、2050年を見据えた長期計画の策定には
至っていない状況です。

15

Ⅴ.(4)
【2017年
度の取組
実績】

P.50
2017年度において、1,300t-CO2ほど削減されたとのことですが、どのよ
うに削減量を試算されたか、可能であればご教示いただけないでしょう
か。

・例年、個社からの前年度の追加削減実績の報告に基づいた集計値を報
告しております。
・1,300t-CO2は、2016年度記載が残っていたもので、追加削減実績のな
かった2017年度報告を訂正いたしました。

Ⅷ．国内の企業活動における2020年・2030年の削減目標
（削減目標・目標の変更履歴等）
（１） 目標策定の背景
（２） 前提条件

（３） 検証の実施状況
（４） 2030年以降の長期的な取組の検討状況

Ⅶ．業務部門（本社等オフィス）・運輸部門における取組
（１） 本社等オフィスにおける取組

（２） 運輸部門における取組
（３） 家庭部門、国民運動への取組など

（４） 2018年度以降の取組予定
（５）革新的技術・サービスの開発に伴うボトルネック（技術課題、資金、制度など）

（６）想定する業界の将来像の方向性（革新的技術・サービスの商用化の目途・規模感を含む）

Ⅵ．その他の取組
（１） 情報発信（国内）

（２） 情報発信（海外）

（３） 2017年度の取組実績

Ⅳ．海外での削減貢献
（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2017年度の取組実績
（３） 2018年度以降の取組予定
Ⅴ．革新的技術の開発・導入
（１） 革新的技術の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠

（２） 技術ロードマップ

G



16

Ⅶ.(1)
【目標水
準の設定
の理由、
自ら行い
うる最大
限の水準
であるこ
との説
明】

P.61

①2030年目標を見直される際に、2006年度から2017年度間の直近11年間
におけるエネルギー原単位改善率を継続することを前提に目標水準を見
直されたとありますが、この期間を選択された理由について、ご教示い
ただけないでしょうか。

②目標水準を見直すにあたって、難しかった点（将来の見通しの不透明
さや参加企業の理解など）や、見直しを後押しした要因（目標の超過達
成・WGでの委員指摘など）をご教示いただけないでしょうか。

①
・2006年度から、精鉱品位の低下、不純物の増加、景気低迷による減産
等の影響を受け、エネルギー原単位の改善率は鈍化傾向にありました。
・そのため、リーマンショックおよび東日本大震災を含む、包括的な外
生悪化要因を考慮し、2006年度から2017年度の11年間のエネルギー原単
位を直線回帰し、この回帰直線からエネルギー原単位の年平均改善率▲
0.696％求めました。
・2030年度目標を初めてクリアした2015年度を基準年度として、エネル
ギー原単位改善率▲0.696％を継続させる努力目標を織り込んだ26％削減
を、2030年度の新削減目標と設定しました。
・非鉄業界として不確実性の高い事業環境であっても、PDCAを回し、徹
底した省エネ策を継続的に進め、鉱石品位の低下・不純物の増加など生
産活動の条件悪化を乗り越えることとしました。

②
・目標見直しの難しさは、第一次エネルギーショックの時代から電力多
消費産業として省エネ対策を継続的に進めてきたため省エネ策が少なく
なっていることと、将来の見通しの不透明さによります。併せて、削減
目標引き上げの妥当性を業界内で理解いただくことでした。
・見直しを後押しした要因に関しては、かねてからのＷＧでの削減目標
見直しに係るご意見を受け、当業界の2030年度に向けた継続的展開に結
び付けることが、CSRやCSV最近のSDGsの推進の動きと整合しているこ
と、地球温暖化対策と業界価値の向上につなげるという将来のありたい
姿実現に向けた実践的な取り組みとして、ポジティブな対応を後押しし
たと考えます。

17
【総論と
して】

2020年／2030年目標達成に向けて、現状を一言で評価するとどういった
状況にあると認識されていますか。（例：現状の取り組みを継続するこ
とで目標達成の可能性が高い、経済社会環境等を勘案すれば目標達成は
予断を許さない／更なる取り組みの発掘が必要な状況）

・2020年度目標は、現状の取り組みを継続することで目標達成の可能性
が高いと考えます。
・2030年度目標は、経済社会環境等を勘案すれば目標達成は予断を許さ
ないと考えます。しかし、非鉄業界としては、不確実性の高い事業環境
であっても、PDCAを回し、適時的なBAT導入･徹底した省エネ策を継続
的に進め、鉱石品位の低下・不純物の増加など生産活動の条件悪化を乗
り越え目標達成を目指します。

18
【その
他】

低炭素社会実行計画を推進するにあたって、SDGｓの17の目標、169の
ターゲット等に紐付けた整理をされているかどうか、されている場合は
その例をお示しいただければと思います。

・2015年の国連総会で採択されたSDGsは、産業界に大きな広がりを見
せ、当業界会員企業でも取組みが進んできたと考えます。一方、2017年
度実績報告および今年度協会活動としては、2030年度CO2削減目標の引
上げに係る活動を優先した経緯があります。ご指摘の整理は、個社にお
いてCSR報告書および統合報告書として情報公開が進んできましたが、部
会・委員会での情報共有は十分とはいえないのが現状です。今後は、各
個社の取組み成果の共有を進め、業界としても長期ビジョンの策定やさ
らなるステークホルダーとのコミュニケーションの展開を進めてまいり
たいと考えます。

19
【その
他】

P.35-
44

加盟各社の取り組み事例が詳細に説明されていて、とても参考になりま
す。

業界に係る取り組みに関してご理解を賜りお礼申し上げます。
非鉄業界として長期ビジョンや戦略策定には課題がありますが、協会企
業との部会・委員会活動を通して意識共有を図り、個社取組みの好事例
の情報共有などを含め、さらなる貢献価値向上を目指したいと考えま
す。

20
【その
他】

SBT（Science Based Targets）やRE100といった国際的なイニシアティ
ブに参加する個社が増えていますが、業界として何か取り組んでいること
はありますでしょうか。
（世界では、一部の電力・エネルギー業界の企業がSBT認定を受けた
り、同業界や鉱業業界の企業がSBT認定やRE100への参加をしたりしてい
ます。）

・協会として、工務部門の部会・委員会にて、現状動向を事例紹介も含
め、情報共有しております。
・SBTに関しては、会員個社のうち2社が2年以内での認定を目指しており
ます。
・計画中あるいは、情報収集中であり、具体的な検討に未着手の状況も
ありますので、今後とも事例を踏まえた具体的取り組みが進むよう活動
を推進したいと考えます。

21
【その
他】

TCFD提言書に沿った気候関連財務情報の開示が求められておりますが、
業界として何か取り組んでいることはありますでしょうか。
特に、個社がシナリオ分析を行うための情報やツール等が不足している
との課題がありますが、気候関連財務情報の分析に利用できる業界特有
の情報やツールの整備を行っておりましたらご教示ください。

・会員企業経営層で構成されるエネルギー関係の機関委員会や省エネル
ギー部会で、環境経営に注目されている動向や、気候変動問題を中心と
したESGを巡る世界動向や年金積立管理運用独立行政法人殿の取り組み
を紹介するなど、情報共有を図っております。
・一方、気候関連財務情報の分析に利用できる業界特有の情報やツール
の整備は行っておりません。

その他

（３） 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性

（４） 目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態



No
調査票項
目番号

調査票
頁番号

指摘 回答

1 Ⅰ.(2) P.4
20鉱山の生産量が、業界全体及び業界団体の生産量に占める割合の推移
を、参考情報として示して示していただくのがよいと思いますが、いかが
でしょうか。

昨年同様、プレゼン資料５ページ目に示しております。

2 Ⅰ.(4)② P.5
フォローアップ対象外鉱山に対するアンケートにおいて、削減の取組に
関してどのような結果が得られましたか。

対象外鉱山へのアンケートは、低炭素社会実行計画の浸透を目的とし
て、試みとして始めたばかりでです。幾つかの鉱山より、省エネ重機の
導入事例等、報告されていますが、取りまとめて報告出来る状況には
至っていません。但し、Ⅶ.（４）で報告しましたように、緑化に関しま
しては、対象・非対象鉱山実績の報告を受け、定量的に把握出来まし
た。

3
Ⅱ.(3)

【生産活
動量】

P.9
2017年度は五輪関連工事等により生産活動量が増加しておりますが、当
面継続的に増加する見通しでしょうか。それを見込んだ省エネ、省CO2対
策を計画する必要は無いのでしょうか。

生産活動量に関しては、各鉱山によって状況が異なり、増加した鉱山、
減少した鉱山の合計で微増となったものであり、五輪需要に関しては、
限定的なもので一例に過ぎません。石灰石鉱山の生産活動量は、景気動
向や天候等の外的要因に大きく左右されるため、増加傾向が続くかどう
かは、極めて不透明です。

4

Ⅱ.(3)
【エネル
ギー消費
量、エネ
ルギー原
単位】

P.10
鉱山という自然相手の業界であり予測が難しいとは思いますが、今後の
五輪関連工事が増加することによってエネルギ消費量も増加すると想定
されているのでしょうか。

上記の通り、そもそも五輪需要は、限定的なもので、業界全体の大幅な
生産増については、不透明です。
また生産増は、エネルギー消費増の大きな要因の一つですが、各鉱山毎
の採掘現場の状況や生産プラント効率アップ等により原単位が好転する
場合も有り、生産増が必ずしもエネルギー消費量増に繋がるかは、一概
には言えません。

5

Ⅱ.(3)
【CO2排
出量、

CO2原単
位】

P.11 【修正依頼】表中「15年度比」を「16年度比」に修正お願いします. 修正致します。

6

Ⅱ.(3)
【CO2排
出量、

CO2原単
位】

P.11
軽油の使用量は運搬距離、採掘条件悪化に関係するとありますが、ロジ
スティクスの効率化策の採用により、軽油の消費量、ひいてはCO2排出
量を削減する取組みは実現が難しいのでしょうか。

質問中のロジスティクスが何を指しているかが分りませんが、ここで言う
運搬は、物流ではなく、あくまで鉱山作業の一環で有り、その効率化
は、各鉱山とも常に取り組んでおります。
また、鉱山作業において、省エネ・効率化は、勿論大事ですが、保安
（安全）や広い意味での環境保護も重要な命題であり、更に鉱山毎に異
なった条件下で、これらを並立・実現するために日夜取り組んでいる次
第です。

7

Ⅱ.(3)
【要因分
析】（詳
細は別紙

５参
照。）

P.12
「購入電力の変化」に関して、「設備の増強」とは、具体的にどのよう
なことですか、今後も継続するものですか.

生産（処理）能力の高い設備（電動機の出力アップ）に更新する事で
す。今後も継続するかどうかは、個社の現状プラント能力や生産量増加
の見込予測によっても異なるので、一概には言えません。

8

Ⅱ.(4)
【2017年
度の取組
実績】

P.13
事務所電源の補助や配線の困難な野外観測機器用電源としての太陽光発
電の導入・活用は重要な取組と考えますが、その集計状況はいかがで
しょうか.

フォローアップ対象20鉱山中、2鉱山にて2016年以前に設置。対象外18
鉱山の1鉱山で2016年以前に設置。2017年度の設置は報告されておりま
せん。

（３） 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO2排出量・原単位の実績

（４） 実施した対策、投資額と削減効果の考察

平成３０年度評価・検証WG「石灰石鉱業協会」 事前質問・回答一覧

「低炭素社会実行計画」（2020年目標）
「低炭素社会実行計画」（2030年目標）
（昨年度フォローアップを踏まえた取組状況）
Ⅰ．業界の概要
（１） 主な事業
（２） 業界全体に占めるカバー率

（３） 計画参加企業・事業所
（４） カバー率向上の取組

（５）データの出典、データ収集実績（アンケート回収率等）、業界間バウンダリー調整状況
Ⅱ．国内の企業活動における削減実績
（１） 実績の総括表
（２） 2017年度における実績概要



9

Ⅱ.(4)
【BAT、
ベストプ
ラクティ
スの進捗
状況】

P.14

①採掘技術におけるきめ細かい計画管理、適切な省エネ技術を個々に判
断していく技術（ノウハウ）等をベストプラクティス事例としてまとめて
いくと、対外的にアピールできると思いますが、いかがでしょうか。

②（取組の具体的事例）「本年は、生産量確保のため、省エネ運転を抑
制、省エネ機械の廃止と言った削減量の減少に繋がる報告もなされてい
る」と記されていますが、今少しご説明を頂けないでしょうか。この解
釈としては、生産量が増加する局面では省エネ的な作業運用が難しいと
いうことでしょうか。

　質問趣旨がよく分りませんが、もし事例集のようなものを作って、共
有すると言う事で有れば、50行目と同じ回答となります。

当協会のCO2削減は、基準年として2010年の状況（排出量ではなく、設
備や作業内容）と比べ削減した量を集計しております。今般、2010年以
降に導入した省エネ設備（運転）では生産増に対応出来なかったため、
その設備を廃止し、生産能力の高い設備に更新したと言う事です。勿
論、更新した設備は、能力なりに省エネタイプを選定しているので、省
エネ運用を止めた訳では有りません。

10

Ⅱ.(4)
【業界内
でのベス
トプラク
ティスの
共有、水
平展開の
取り組
み】

P.14
具体的な内容、例えば、重機以外の省エネ設備についての比較のための
情報や最新技術に関する情報、個社の取り組みの事例等についても記載
いただくほうがよいと思いますが、いかがでしょうか.

個社の取り組みで、業界内で共有出来るものについては、協会誌にて具
体的な内容を公表したり協会の技術大会で発表したりして共有しておりま
す。本報告では、同種の事例を集計したものを報告しております。

11

Ⅱ.(7)
【目標指
標に関す
る進捗率
の算出】

P.15

進捗率が100%を超えていますが、この水準を維持していくための課題、
今後の想定や見通しについて、五輪関連工事の増加も要因としてあるか
と思いますが、その他にも考ええる要因があれば補足いただけないで
しょうか。

自己評価・分析に記した通り、生産確保のため削減のペースが鈍る懸念
は有りますが、マイナスになる（増加する）訳ではなく、新たな削減策
を導入する努力を続けることによりペースも落とさないで済むのではな
いかと予想しています。

12

Ⅱ.(8)
【目標指
標に関す
る進捗率
の算出】

P.16
2030年目標の進捗率が98%であり、今後の取組状況を踏まえて見直しや
引き上げを検討されていますか。

2020年の結果をみて、見直しを含めて検討致します。

13 Ⅲ.(1) P.18
セメント業界の協力等により、石灰石の高品位化による削減貢献を定量
化出来ないでしょうか。

石灰石高品位安定化による貢献は、CO2削減ではなく、「循環型社会形
成」への貢献のため、定量化の話では無いと思われます。
・・・但し、セメント協会の話では、廃棄物由来のCa、Mgによりプロセ
ス由来のCO2を減らせる（原料石灰石の原単位が下がる）との事であり
ますが、それを明確に示す統計的データは今のところ有りません）

14 Ⅳ.(2) P.19
海外技術移転における省エネ指導について、具体的事例をより多く記載
していただくほうがよいと思いますが、いかがでしょうか。また効果が明
確なケースについて、定量化を試みて頂けないでしょうか。

鉱山技術は、そもそも各現場によって異なる諸条件に対して最適解を見
付けていくもので有るため、情報の少ない海外鉱山での具体的事例につ
いては、協会では把握出来ません。また、省エネ機械（重機他）の導入
等は、毎年行う話ではなく、その詳細も協会では把握出来ません。

15 Ⅴ.(3) P.20
機械掘削による鉱量増、ダンプ無人化など、個社で実施しているプロジェ
クトの詳細を記載していただくほうがよいと思いますが、いかがでしょう
か.

個社のプロジェクトに関しては、公になったもの以外は、協会では把握
出来ません。本年度の報告では、全般的に、やっているかどうかのレベ
ルでのアンケートを実施し、初めて分った事を報告しており、それ以上
の情報は、各社の公開方針に委ねております。

（４） 2018年度以降の取組予定
（５）革新的技術・サービスの開発に伴うボトルネック（技術課題、資金、制度など）
（６）想定する業界の将来像の方向性（革新的技術・サービスの商用化の目途・規模感を含む）
Ⅵ．その他の取組
（１） 情報発信（国内）
（２） 情報発信（海外）
（３） 検証の実施状況
（４） 2030年以降の長期的な取組の検討状況
Ⅶ．業務部門（本社等オフィス）・運輸部門における取組
（１） 本社等オフィスにおける取組

（８） 2030年度の目標達成の蓋然性

（３） 2017年度の取組実績

Ⅲ．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献
（１） 低炭素製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2017年度の取組実績
（３） 2018年度以降の取組予定
Ⅳ．海外での削減貢献
（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠
（２） 2017年度の取組実績

（３） 2018年度以降の取組予定
Ⅴ．革新的技術の開発・導入
（１） 革新的技術の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠
（２） 技術ロードマップ

（５） 当年度の想定した水準（見通し）と実績との比較・分析結果及び自己評価
（６） 次年度の見通し
（７） 2020年度の目標達成の蓋然性資

源
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灰
石
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会

（９） クレジット等の活用実績・予定と具体的事例



16 Ⅶ.(2)② P.24

特定の鉱山の数値ではあるが、輸送量[トンキロ]、輸送量あたりCO2排出
およびエネルギー消費を定量的に示したいただいた点は大いに評価でき
ると共に、諸対策を考える上でも参考になります。当該データの全鉱山
での取得可能性について、補足説明をいただければ幸いです。

本書にも記しましたように、その他の鉱山については、協会でデータを
取得出来ないのではなく、各鉱山でも外注している運送業者から情報が
開示されないので、取得出来ないと言えます。

17 Ⅶ.(4) P.26
広大な採掘跡地での太陽光発電事業といった再エネへの取組みは評価で
きる。可能であれば、導入量[kW]を示していただけないでしょうか。

採掘跡地（遊休地）での発電については、石灰石に限定すると、今のと
ころ設置した報告は受けておりません。但し会員会社の鉱山部門が管轄
する他鉱種の鉱山や採石山の跡地での取り組みについては、情報が有り
ます。会員の大手の鉱山会社では、2016年までに計約12,000kwの発電所
を、2017年に1,000kwの発電所を設置しております。

18
【総論と
して】

2020年／2030年目標達成に向けて、現状を一言で評価するとどういった
状況にあると認識されていますか。（例：現状の取り組みを継続するこ
とで目標達成の可能性が高い、経済社会環境等を勘案すれば目標達成は
予断を許さない／更なる取り組みの発掘が必要な状況）

2020年度目標に関しては、現状の取り組みを継続することで目標達成の
可能性が高いので、高い達成率で2020を迎える事を目指し一層の努力を
重ねていきたい。　　　　　　　　　　　　　　　　　2030年度に関し
ては、2020年までの実績を考慮し、変更を検討していきたい。

19
【その
他】

低炭素社会実行計画を推進するにあたって、SDGｓの17の目標、169の
ターゲット等に紐付けた整理をされているかどうか、されている場合は
その例をお示しいただければと思います。

会員会社の大手では、個々にSDGsと紐付けした行動を行っていると思わ
れますが、中小の多い業界全体では、SDGs自体勉強中と言った状況で
す。

20
【その
他】

SBT（Science Based Targets）やRE100といった国際的なイニシアティ
ブに参加する個社が増えていますが、業界として何か取り組んでいること
はありますでしょうか。
（世界では、一部の電力・エネルギー業界の企業がSBT認定を受けた
り、同業界や鉱業業界の企業がSBT認定やRE100への参加をしたりしてい
ます。）

SDGs同様、業界全体としては勉強中であり、特に取り組みは行っており
ません。

21
【その
他】

TCFD提言書に沿った気候関連財務情報の開示が求められておりますが、
業界として何か取り組んでいることはありますでしょうか。
特に、個社がシナリオ分析を行うための情報やツール等が不足している
との課題がありますが、気候関連財務情報の分析に利用できる業界特有
の情報やツールの整備を行っておりましたらご教示ください。

同上

その他

Ⅷ．国内の企業活動における2020年・2030年の削減目標
（削減目標・目標の変更履歴等）
（１） 目標策定の背景
（２） 前提条件
（３） 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性
（４） 目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態

（３） 家庭部門、国民運動への取組など

（２） 運輸部門における取組



No
調査票項
目番号

調査票
頁番号

指摘 回答

1

Ⅰ.(5)
【アン

ケート対
象企業
数】

P.6

①　低炭素社会実行計画への参加企業は4社、アンケート対象企業数は7
社となっていますが、過去に「2社については低炭素社会実行計画に参加
していないが、海外での削減貢献等を記載する必要からアンケートの対
象としている。」と回答されていますので、来年度以降の調査票に説明を
追加いただけないでしょうか。

②　また、アンケートに協力いただいた低炭素社会実行計画以外の3社ア
ンケート結果を、計画内のどのデータに活用・反映しているのでしょう
か。

①承知致しました。来年度以降の調査票に、左記の補足説明を追加致し
ます。

②主に以下の項目における各種取組の記載として事例紹介しております。

・省エネ、CO２排出削減のための取り組み
・国民運動につながる取り組み

2
Ⅱ.(3)

【生産活
動量】

P.10

「新たな採収方法を採用したこと」により、ある鉱山の1プラントで生産
量が増加したとありますが、当該方法の水平展開により、今後、他の生
産地でも生産量、ひいてはCO2排出量が長期的に増加する可能性はある
のでしょうか。

当該採収方法については、現時点で限定された場所での採用に留まって
おり、他生産地での継続的な導入についての予定・見通しはたっており
ません。

3

Ⅱ.(3)
【CO2排
出量、

CO2原単
位】

P.11

「2007年にピークとなった生産量の減少を抑え、維持するための作業を
実施したことでエネルギー消費が2013年度まで増加傾向にあり」とあり
ますが、具体的に維持のための作業（エネルギー消費との係わりを含
む）の概要をお示し頂けると理解が進むと思いますが、いかがでしょう
か。

以下の記載を追記致します。

「生産能力維持を目的とした地上設備（ポンプ、コンプレッサー等）の
増強に伴い、エネルギー消費量が増加した。」

4

Ⅱ.(3)
【CO2排
出量、

CO2原単
位】

P.11

①フレア放散量によるCO2削減余地の長期的な見通しについて、補足説
明をいただけないでしょうか？　さらなる削減余地があると理解してよ
ろしいでしょうか。

②CO2排出量が減少した要因としてフレア放散量の減少を挙げています
が、これを定量的にモニタリングされている場合、どの程度減少したか
をご教示いただくことはできるでしょうか。

①　フレア放散による削減量の定量的な見通しについては、会員各社か
ら開示はなされていないものの、排出量削減のための主要施策として策定
されていることから、継続的な削減効果が見込まれています。

②　フレア放散によるCO2排出量は以下の通りです。
2014年：35,900トン、2015年：22,500トン、2016年：17,700トン、
2017年：13,700トン

5

Ⅱ.(3)
【要因分
析】（詳
細は別紙

５参
照。）

P.12

CO2要因分析において、CO2排出量の2016年度→2017年度変化分を見る
と、生産活動量で3.9%増加の一方、省エネ努力分で4.7%減、燃料転換で
3.9%減を実現しており、CO2削減への取組みは評価に値する。今後も長
期的に、今年度と同じペースで、省エネ、燃料転換を進めることが可能
かどうか、補足説明をいただければと思います。

国内の石油鉱業は減退している坑井が多く、採算性を考慮すると極力既
存の設備でなんとか残りの鉱山寿命を全うさせたいと考える場合が各社
多いのではないかと思います。したがって、現在の石油鉱業の状況から
すると、設備更新して省エネを図るというよりは、既存の設備の運用を
改善して効率化を図ることにより省エネするという対策が各社の方向性
ではないかと考えられます。
ただし、減退のペースによっては、これを食い止めるための活動によ
り、エネルギー消費量が増加する可能性もありますことから、現時点の
ペースで省エネ・燃料転換を進めることができるかどうかは見通しが難
しい状況です。

6

Ⅱ.(4)
【2017年
度の取組
実績】

P.12

各鉱山の施設・システムの合理化、放散天然ガスの焼却、省エネルギー
設備・機器の導入・改善等といった対策を実施されているようですが、
これらの取組実績を整理して調査票に追加することはできないでしょう
か。

下記の例のような活動が複数あります。今後、来年度以降の調査票に具
体的な情報の追加を検討いたします。

・生産鉱場における複数台のコンプレッサーの運転最適化により、稼働
台数を削減し電力使用量削減：0.17万トン

・ある会員企業では以下1)～3)の取り組みにより、昨年度実績で約1,700
トンのGHG排出を削減している。
　1) 生産量減少に伴うフレア量の減少
　2) ライン工事の減少に伴うベント量の減少
　3) ベント削減に対する意識の徹底（操業管理の徹底、トラブル時及び
ライン工事時におけるベント削減）

・省エネ設備等への更新・入替等によるエネルギー使用減への取り組み
（ポンプ入れ替え、照明機器のLED化、省エネベルトの導入等）。

・不要機器の撤去

（３） 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO2排出量・原単位の実績

（４） 実施した対策、投資額と削減効果の考察

（５） 当年度の想定した水準（見通し）と実績との比較・分析結果及び自己評価
（６） 次年度の見通し
（７） 2020年度の目標達成の蓋然性

平成３０年度評価・検証WG「石油鉱業連盟」 事前質問・回答一覧

「低炭素社会実行計画」（2020年目標）
「低炭素社会実行計画」（2030年目標）
（昨年度フォローアップを踏まえた取組状況）
Ⅰ．業界の概要
（１） 主な事業
（２） 業界全体に占めるカバー率
（３） 計画参加企業・事業所
（４） カバー率向上の取組
（５）データの出典、データ収集実績（アンケート回収率等）、業界間バウンダリー調整状況

Ⅱ．国内の企業活動における削減実績
（１） 実績の総括表
（２） 2017年度における実績概要



7 Ⅲ.(1) P.17

①ガス利用の促進による他部門貢献を整理されていますが、国産天然ガ
スの場合、海外からの輸送分も削減できると思いますが、これを定量的
に試算することはできないでしょうか。

②ガス利用による他部門貢献について、ガス協会も試算されています
が、こちらを参照する、あるいは協力して試算の精緻化を進めることは
できないでしょうか。

③AI技術やIoT技術等を活用した操業の効率化への取組みは行われていな
いのでしょうか。

④「他燃料からの産業用/民生用天然ガスの燃料転換」について、例えば
2017年度において、実際に導入した具体的な事例及びその削減の推計量
を、可能な範囲でご教示いただけませんでしょうか。

①　当連盟では、輸送部門等における温室効果ガスの排出については、
輸送の大半が委託輸送となっているため、フォローアップにおける削減
対象から除外しております。また、LNGの海外生産地は世界中に分布し
ておりますことから、国産天然ガス生産量見合いの輸送コストを定量的
に試算することは困難です。

②　天然ガスへの燃料転換による削減見込み量につきましては、当連盟
の削減対象としている事業(国内の石油・天然ガス開発)の範疇外となるこ
と、及び会員各社の営業活動先の需要家側のデータ開示となるため、継
続的なデータの収集が困難である状況です。

③　メジャー等の海外上流開発企業は、AIやIoT等のデジタル技術を活用
した事業モデルの刷新（デジタル・トランスフォーメーション）に向けた
動きを加速化しています。我が国では、日本の上流開発企業のデジタル・
トランスフォーメーション加速化のためのプラットフォーム構築に向け
て、JOGMECが動き出したところです。

④国内需要家への天然ガス販売を行っている当連盟の会員企業において
は、需要家が使用するC重油、ナフサといった石油系エネルギーから天然
ガスへの燃料転換を提案することにより、需要家の工場における CO2 排
出量を2017年実績で既存燃料比で約30%（約29,000トン）の削減を実現

8 Ⅳ.(1)
「随伴ガスの利用」など定性的に記載している項目について定量化を検
討出来ないでしょうか。

・海外においては、ジョイントベンチャーのオペレーター（主体事業
者）ではないノン・オペレーターであるためCO2削減のための作業や
データ入手を主導できる立場にないことで定量的な推計が困難となって
います。オペレーターに働きかけて入手努力をしています。
・ある会員企業が豪州ですすめるプロジェクトにおいてはユーカリの植
林事業を行っております。2008年からの50年間において45万トンのCo2
削減量を見込んでおります。

9 Ⅳ.(2) P.18
各国で削減貢献に取組まれていますが、具体的にどのような取組である
か、調査票に追加することはできないでしょうか。

下記の例のような活動が複数ありますが、多くは定量効果の把握が十分
できていないものとなります。今後、定量情報は無くても、来年度以降
の調査票に具体的な情報の追加を検討いたします。

・米国での原油生産：石炭火力発電所の燃焼排ガスからCO2を回収する
プラントを建設、回収したCO2を油田に圧入、原油の増産と同時にCO2
の地下貯蔵を図る取組。2016年12月にCO2回収プラント商業運転開始、
2017年に増進回収による生産開始
・UAEでの原油生産：焼却していた随伴ガスをほぼ全量回収し、油田内
に再圧入及び海底パイプラインにより陸上基地に送ｶﾞｽしLNG/LPGとし
て商品化することでCO2排出量を低減
・カナダでのオイルサンド生産：従来は燃焼処理していた随伴ガスを回収
し、購入ガスと混合してボイラーの燃料として自家消費することで、購入
ガス削減によりCO2排出量を低減

10 Ⅴ.(1) P.20
CCS技術の開発に取組まれ、実証事業にも参画されていますが、CO2の
輸送、分離、圧入等、実用化を目指す中での貢献されている部分を、可
能な範囲で具体的に調査票に追加することはできないでしょうか。

2012年度から2015年度の4年間は、供給源となる製油所の水素製造装置
から発生するCO2を含むガスから高純度のCO2を分離・回収するための
設備と、地下へCO2を圧入するための設備を設計・建設するとともに、
既調査井から1坑の観測井への転用、2坑の観測井と2坑の圧入井を掘削し
ました。
同時に、貯留層へのCO2圧入が周辺環境に影響を与えないことを確認す
るため、地層や地震に関するデータのモニタリングシステムを設置し、圧
入前の基礎データの取得も行いました。また、CO2が貯留される地層が
海底下となるため、海洋汚染防止法に基づいた海水・海洋生物などの事
前調査も実施しました。
これらの準備作業が完了し、2016年4月からは、3年間30万トン以上を目
指して、CO2を苫小牧港の港湾区域内の海底下約1,000ｍの地層へ圧入し
ています。2018年10月末までの累計実績で20.7万トンのCO2の圧入を実
施しました

（４） 2018年度以降の取組予定

（８） 2030年度の目標達成の蓋然性

（３） 2017年度の取組実績

Ⅲ．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献
（１） 低炭素製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2017年度の取組実績
（３） 2018年度以降の取組予定
Ⅳ．海外での削減貢献
（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2017年度の取組実績

（３） 2018年度以降の取組予定
Ⅴ．革新的技術の開発・導入
（１） 革新的技術の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠

（２） 技術ロードマップ
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（９） クレジット等の活用実績・予定と具体的事例



11 Ⅴ.(5) P.21
現在開発に取組まれているCCS技術について、これまでの実証事業を踏
まえた課題やボトルネックがあれば、調査票に追加することはできない
でしょうか。

実証実験では、技術的には実用化への寄与が期待されるレベルに達して
おります。一方で、コスト低減（モニタリング低コスト化、必ずしも近
距離に無い貯留適地と排出源間の輸送コスト低減、分離回収コスト）、
貯留適地の継続的な確保などが課題として挙げられます。

12
【総論と
して】

2020年／2030年目標達成に向けて、現状を一言で評価するとどういった
状況にあると認識されていますか。（例：現状の取り組みを継続するこ
とで目標達成の可能性が高い、経済社会環境等を勘案すれば目標達成は
予断を許さない／更なる取り組みの発掘が必要な状況）

2017年実績が、すでに2020年目標を超過達成していることから、現状の
取り組みを継続することで目標達成は可能であると考えています。

13
【その
他】

低炭素社会実行計画を推進するにあたって、SDGｓの17の目標、169の
ターゲット等に紐付けた整理をされているかどうか、されている場合は
その例をお示しいただければと思います。

ある会員企業においては、中長期ビジョンや計画の中で、「13:気候変動
に具体的な対応を」と中心として、重点的に取り組む活動を明記しており
ます。

14
【その
他】

石油からの間接的なGHG排出削減について、更なる対策をご検討されて
いればご教示ください。
（WEO2018の分析では、石油・ガスからの間接的なGHG排出量は部門全
体の15％を占めるとされています

ある会員企業では、原油タンク残渣から原油回収：従来焼却していた残
渣より原油回収を進めることにより、排出削減を行っております。

15
【その
他】

SBT（Science Based Targets）やRE100といった国際的なイニシアティ
ブに参加する個社が増えていますが、業界として何か取り組んでいること
はありますでしょうか。
（世界では、一部の電力・エネルギー業界の企業がSBT認定を受けた
り、同業界や鉱業業界の企業がSBT認定やRE100への参加をしたりしてい
ます。）

弊連盟会員では、RE100への参加及びSBT認定を受けている企業はござい
ません。

16
【その
他】

TCFD提言書に沿った気候関連財務情報の開示が求められておりますが、
業界として何か取り組んでいることはありますでしょうか。
特に、個社がシナリオ分析を行うための情報やツール等が不足している
との課題がありますが、気候関連財務情報の分析に利用できる業界特有
の情報やツールの整備を行っておりましたらご教示ください。

当連盟加盟企業は開発専業、元売り系、商社系と業種が多岐にわたって
おり、IRにつきましても開示主体、内容がそれぞれ異なっていることか
ら、TCFDへの取り組みは個社にお任せしております。
業界団体としての、開示に関する整備等の取り組みは、特段いたしており
ません。

その他

Ⅷ．国内の企業活動における2020年・2030年の削減目標
（削減目標・目標の変更履歴等）
（１） 目標策定の背景
（２） 前提条件
（３） 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性
（４） 目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態

（３） 家庭部門、国民運動への取組など

（５）革新的技術・サービスの開発に伴うボトルネック（技術課題、資金、制度など）

（６）想定する業界の将来像の方向性（革新的技術・サービスの商用化の目途・規模感を含む）
Ⅵ．その他の取組
（１） 情報発信（国内）
（２） 情報発信（海外）
（３） 検証の実施状況
（４） 2030年以降の長期的な取組の検討状況
Ⅶ．業務部門（本社等オフィス）・運輸部門における取組
（１） 本社等オフィスにおける取組
（２） 運輸部門における取組



No
調査票項
目番号

調査票
頁番号

指摘 回答

1
Ⅱ.(3)

【生産活
動量】

P.10

総合資源エネルギー調査会資源・燃料分科会石油・天然ガス小委員会の
第５回石油市場動向調査ワーキンググループで、「２０１８～２０２２
年度ＬＰガス需要見通し」が公表されている。これらを反映して、見通し
をたてることは可能ではないか。

需要量とは日本全国の最終消費者でLPガスが消費される量を見通したも
のです。当協会の生産活動量は当該基地から出荷された数量＝出荷量を
生産活動量としています。需要量と出荷量では数値等が異なること。輸
入基地から出荷されたLPガスが最終消費者にすぐ届くのではなく、輸入
基地から二次基地等に出荷される等のLPガスの流通構造があり、需要量
と出荷量に差異が生じること等から、需要見通しをそのままの形では採
用していないはいませんが、今後は議論していきたい。

2

Ⅱ.(3)
【エネル
ギー消費
量、エネ
ルギー原
単位】

P.11

40日間のLPG備蓄義務の影響等により、エネルギー消費が増加傾向にあ
る点や、今後を見ても2020年まで増加する見通しである点は理解いたし
ましたが、2030年においてエネルギー消費量が減少する見通しになって
おります。備蓄義務等の影響のなかで、どのように2030年にかけてエネ
ルギー消費削減を進めるのか、補足説明をいただけないでしょうか。

低炭素社会実行計画に参画するともに、エネルギー消費量の削減等を進
めていますが、LPガス輸入基地は低温タンク貯蔵にエネルギー消費量の
半分程度を費やしていなす。低温タンク貯蔵の電力消費量の削減策等を
実行していきたいが、低温タンクにはLPガスの備蓄義務が課せられてい
るLPガスを貯蔵しているため、エネルギー消費量の削減策には自ずと限
界がある。そのため、現在各社各基地にて取り組んでいる、エネルギー
消費量削減策等の情報共有化、他業種他業界等で取り組んでいる省エネ
施策等の勉強会等を開催し、2030年にエネルギー消費量の削減を実施し
ていきたいと考えている。

3

Ⅱ.(3)
【エネル
ギー消費
量、エネ
ルギー原
単位】

P.11

年率0.5%の削減を想定となっているが、省エネ法に基づくエネルギー原
単位年平均▲1%以上の改善との比較について、ご説明いただきたい。も
し、目標が整合しているのであれば、省エネ法未達となるのではない
か。

省エネ法で毎年原単位平均1％以上の省エネが求められているのは特定事
業者（年間エネルギー使用量の合計が原油換算1,500kl以上である事業
者）であり、当協会対象基地の32基地のうち、2基地が該当しておりま
す。当該2基地では省エネ努力はしているものの、上記省エネ努力目標は
クリアできておりません。本WGで当協会が提出している省エネ目標
（2010年比、▲5%＠2020年、▲9％＠2030年）はエネルギー消費量の削
減であり、すでに2020年目標は達成しており、2030年目標に向け情報を
収集しているところです。

4

Ⅱ.(3)
【要因分
析】（詳
細は別紙

５参
照。）

P.13

①この要因分析では、エネルギー消費量の減少の要因は生産活動量の減
少で、事業者省エネ動力は増加との評価になっている。と定性的に説明
されている。しかし、定量的には不明なので、固定分と変動分を分離す
るなどして定量的に示していただけないでしょうか。

②CO2要因分析において、CO2排出量の2016年度→2017年度変化分を見
ると、備蓄義務の影響等により、省エネ努力分で3.1%増となっている点
は理解できるが、備蓄時の冷熱供給の効率化で、省エネ、省CO2を技術
的に進めることは物理的にも困難なのかどうか、補足説明をいただけれ
ば幸いです。

①主要機器以外の設備（照明、空調、事務機等）の電力消費量は所内全
体の数パーセントであり、省エネ規模も限定的であることから、焦点を
当てることがあまりありませんでした。構内・外灯は設置エリアが危険
場所となり防爆品が要求されるが、倉庫等で使用される非防爆品と比べ
高額であるため、防爆・非防爆、同じ評価基準で費用対効果を比較され
る政府補助金が得られにくい環境と認識していた。（課題）」
②備蓄時の冷熱供給の効率化は、課題として上っており、有効活用等が
実施できないか勉強会を実施したいと考えています。
LPガス基地が存在している場所は、交通等が困難な場所に存在している
ことが多く、近隣設備等の効率化等を進めることが困難であることも一
因かと思われる。

5

Ⅱ.(4)
【2018年
度以降の
取組予
定】

P.14

「BATが不明」と記載されているが、2017年度の取組み実績では、高効
率機器の省エネ対策が記載されている。これらの実績を踏まえて、高効
率機器のリストや事例集などを作成して、BATを特定できるのではないで
しょうか。

BATについては、当協会にて必要な情報収集等を図り、情報の共有化を
今後図っていきたいと考えている。
高効率機器のリスト化、事例集等のご意見は参考とさせていただきたい
と存じます。

6

Ⅱ.(4)
【BAT、
ベストプ
ラクティ
スの進捗
状況】

P.15

①各照明施設の補修、構内・外灯のLED化、空調設備等の更新などで実
施した対策が記載されているので、導入状況・普及率、課題などを把握
して記載していただきたい。

②BAT、ベストプラクティスに関する取組みへの記述が見られない点が
気になりました。今後予定している取組みだけでも結構ですので、もう
少し具体的に記述を頂けないでしょうか。

①各照明施設の補修等の更新状況等は当協会では把握しておらず、各社
各基地での対応に依存している。

②今後は、LPガス基地における「エネルギー消費量」の削減余地が非常
に小さくなることから、BAT、ベストプラクティス等に取り組み、情報
収集、情報の共有化を図っていきたいと考えている。

7

Ⅱ.(4)
【業界内
でのベス
トプラク
ティスの
共有、水
平展開の
取り組
み】

P.15
「環境部会を設置して情報共有を実施」と、昨年度回答されている。本年
度の状況をご説明いただけないでしょうか。

今年度も環境部会を開催し、情報の共有化を図っている。施設見学会を
開催しようと企画したが、先方の都合により、実現には至りませんでし
た。

（３） 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO2排出量・原単位の実績

（４） 実施した対策、投資額と削減効果の考察

平成３０年度評価・検証WG「日本LPガス協会」 事前質問・回答一覧

「低炭素社会実行計画」（2020年目標）
「低炭素社会実行計画」（2030年目標）
（昨年度フォローアップを踏まえた取組状況）
Ⅰ．業界の概要
（１） 主な事業
（２） 業界全体に占めるカバー率
（３） 計画参加企業・事業所
（４） カバー率向上の取組
（５）データの出典、データ収集実績（アンケート回収率等）、業界間バウンダリー調整状況
Ⅱ．国内の企業活動における削減実績
（１） 実績の総括表
（２） 2017年度における実績概要



8

Ⅱ.(7)
【自己評
価・分

析】（３
段階で選

択）

P.17

「取扱数量等の変化により、消費電力量が増加に転じる可能性もある」
と説明されています。つまり、目標指標としてエネルギー使用量を採用し
ていることは、不適切ではないでしょうか。

2020年度目標に対して進捗率118.8%となり、2020年目標を超過達成して
いる。反面、生産活動量の増減に関係なく、「年率0.5％の削減をベン
チーマーク」という年度目標もある。2015年以降はエネルギー消費量が
増加傾向になっており、年率0.5%削減目標を達成していない。これにつ
いて、説明いただけないでしょうか。

2014年に当協会の2020年度削減目標を「LPガス輸入基地・二次基地にお
ける取扱数量当たりの電力CO2排出原単位(kg-CO2／t-LPG)を1990年度
比▲22.0％削減する(受電端電力CO2排出係数が、1990年度0.417kg-CO2
／kWhから2020年度0.33kg- CO2／kWhに低減されることを条件とす
る)。」から「LPガス輸入基地・二次基地におけるエネルギー使用量(系
統電力消費量・原油換算)を、2010年度比5％削減する。(前提)　エネル
ギー換算係数：94.8[GJ/万kWh]」に変更しました。
原単位を目標としていた時の前提条件が、東日本大震災以降の状況変化
により実態と大きく乖離していたこと。原単位を目標指標としていては、
会員の努力とその結果を精確に反映させることが困難なこと等が理由で
す。
年度目標等の徹底を図り、「年率0.5％」の削減が実施できるように、当
協会として働きかけを行うなどの活動を実施してまいりたいと考えており
ます。

9 Ⅲ.(1) P.19

家庭用燃料電池（エネファーム）、高効率LPガス給湯器（エコジョー
ズ）、ガスヒートポンプ式空調（GHP）の2017年度の削減実績を算定さ
れていますが、一定の条件の下で2020年、2030年の削減見込み量を試算
することはできないでしょうか。また、試算にあたり、グローバルバ
リューチェーン研究会の報告書や他業界の他部門貢献の試算を活用する
ことをご検討できないでしょうか。

当協会はLPガス輸入元売り会社の任意団体であり、エネファーム、エコ
ジョーズ、GHPの3機種販売に関し直接関与できないことから、2020
年、2030年の販売見込み量、削減見込み量等の提示する立場にないこと
をご理解いただきたい。

10 Ⅳ.(1) P.20

①昨年度、LPGバンカリングを検討されているとWGでご回答されていま
したが、その後の進捗や定量化の検討についてご説明いただけないで
しょうか。

②国際海事機関の規制強化に伴う国際船舶の燃料転換による影響は非常
に大きいと感じられました。この規制強化は、将来的なLPのサプライ
チェーンの構造変化（エネルギー消費への影響）をもたらす可能性はあ
りますでしょうか

①LPGバンカリングは、現時点でも検討中であり、進展進捗等があった
際は、説明申しあげます。

②LPGバンカリングについては、全く新しい需要創出ということになる
ため、サプライチェーンの構造変化に大きな影響を与えると考えていま
るものの、定量化に関しては、進捗状況等に応じ、今後分析することと
しています。

11 Ⅶ.(1)③ P.25
AI技術を活用した取組みは、LPG業界では行われていないのでしょう
か。また、今後も導入予定は見込まれていないのでしょうか。

LPガス業界では他業界に先駆け集中監視システムの構築を行っていま
す。集中監視システム分野、今後想定される人手不足、高齢化に向けた
分野等で、ＡＩ技術、IoTを活用する検討が現在行われております。

12

Ⅶ.(3)
【2017年
度の取組
実績】

LPG輸送のロジスティクスを中心に、CO2削減対策に取り組んでいる点は
評価できる。この諸対策の中でのベストプラクティスの水平展開への取
組みは貴協会で行われているのでしょうか。

BAT,ベストプラクティス等の情報収集、情報の共有化等を図る考えでお
り、その中で物流部門においても取り組むべき項目として検討していきた
いと考えています。

13 P.30

調査票のP.17に関する事前質問で目標指標の不適切性を指摘しましたが、
備蓄による電力使用量の影響が適切に反映されていないのではないで
しょうか。企業の省エネ努力が適切に反映されるような指標を検討する
ことはできないでしょうか。

目標指標として何が適当か、各社の努力がより反映させられる指標とは何
か等について、勉強、検討して参りたいと考えております。

Ⅷ．国内の企業活動における2020年・2030年の削減目標
（削減目標・目標の変更履歴等）

（３） 家庭部門、国民運動への取組など

（４） 2018年度以降の取組予定
（５）革新的技術・サービスの開発に伴うボトルネック（技術課題、資金、制度など）
（６）想定する業界の将来像の方向性（革新的技術・サービスの商用化の目途・規模感を含む）
Ⅵ．その他の取組
（１） 情報発信（国内）
（２） 情報発信（海外）
（３） 検証の実施状況
（４） 2030年以降の長期的な取組の検討状況
Ⅶ．業務部門（本社等オフィス）・運輸部門における取組
（１） 本社等オフィスにおける取組

（２） 運輸部門における取組

（８） 2030年度の目標達成の蓋然性

（３） 2017年度の取組実績

Ⅲ．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献
（１） 低炭素製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2017年度の取組実績
（３） 2018年度以降の取組予定
Ⅳ．海外での削減貢献
（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2017年度の取組実績
（３） 2018年度以降の取組予定
Ⅴ．革新的技術の開発・導入
（１） 革新的技術の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠
（２） 技術ロードマップ

（５） 当年度の想定した水準（見通し）と実績との比較・分析結果及び自己評価
（６） 次年度の見通し
（７） 2020年度の目標達成の蓋然性

資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
W
G

日
本
L
P
ガ
ス
協
会

（９） クレジット等の活用実績・予定と具体的事例
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Ⅴ.(1)
【2020・
2030年の
生産活動
量の見通
し及び設
定根拠】

P.30

総合資源エネルギー調査会資源・燃料分科会石油・天然ガス小委員会の
第５回石油市場動向調査ワーキンググループで、「２０１８～２０２２
年度ＬＰガス需要見通し」が公表されている。これらを反映して、見通し
をたてることは可能ではないか。

「２０１８～２０２２年度ＬＰガス需要見通し」は、あくまで需要量で
あり、当協会の生産活動量は、出荷量を前提としています。
いただいたご意見を基に、検討させていただきたいと考えています。

15

Ⅶ.(1)
【目標水
準の設定
の理由、
自ら行い
うる最大
限の水準
であるこ
との説
明】

P.31
「効率改善が限界に達している」と記載されているが、その具体的な内容
を説明いただけないでしょうか。

40日分のLPガス備蓄を常時保有していなければならず、またLPガス備蓄
は低温液化の状態で保有しているため、一定量の電力消費量が存在する
ことをご理解賜りたい。一定量の電力消費量がかかるということは、削
減できる電力消費量は一定量の電力消費量を除いた部分となります。
年々削減しているということは、年々削減余地が小さくなるということ
であり、効率改善が限界に達しているということをご理解いただきた
い。

16

Ⅶ.(1)
【導入を
想定して
いるＢＡ
Ｔ（ベス
ト・アベ
イラブ

ル・テク
ノロ

ジー）、
ベストプ
ラクティ
スの削減
見込量、
算定根
拠】

P.32
昨年度は、「詳細を把握していない」との回答であった。導入状況を把
握しないで、省エネ対策の進捗状況をどう把握しているのでしょうか。

BAT、ベストプラクティス等の情報収集、情報の共有化等を図りなが
ら、省エネ対策等の進捗状況等にも留意したいと考えております。

17
【総論と
して】

2020年／2030年目標達成に向けて、現状を一言で評価するとどういった
状況にあると認識されていますか。（例：現状の取り組みを継続するこ
とで目標達成の可能性が高い、経済社会環境等を勘案すれば目標達成は
予断を許さない／更なる取り組みの発掘が必要な状況）

現状の取り組みを継続することで目標達成の可能性が高いとは考えてい
ますが、さらなる取り組みの発掘が行われ、情報の共有化、横展開等が
図られれば、目標達成の蓋然性が高まると考えております。

18
【その
他】

低炭素社会実行計画を推進するにあたって、SDGｓの17の目標、169の
ターゲット等に紐付けた整理をされているかどうか、されている場合は
その例をお示しいただければと思います。

SDGｓの17の目標、169のターゲット等に紐付けした整理はしておりませ
ん。

19
【その
他】

ガスからの間接的なGHG排出削減について、更なる対策をご検討されて
いればご教示ください。
（WEO2018の分析では、石油・ガスからの間接的なGHG排出量は部門全
体の15％を占めるとされています。）

LPガスをLCI的観点から分析すると、産ガス国である中東、米国等からの
LPガスを輸送する海上輸送及び国内基地での貯蔵、国内輸送等がでの
GHG排出削減が間接的なものと考えられます。
LPガスの海上輸送では、IMOの規制強化に伴い、LPガスを輸送燃料とす
るLPガス燃料船の検討を進めておりますし、国内においても電力削減、
LPガスの高効率機器の導入に努めております。

20
【その
他】

地域に根差した事業展開をされていると思いますが、地域資源である再
生可能エネルギーの活用と地域の課題解決を図るようなビジネスについ
て、業界として取り組まれていることがあればご教示ください。

エネルギー供給構造高度化法では、LPガス事業者は非特定事業者として
非化石対応の計画、報告等の規制枠外となっていること、非化石による
コスト高も無視できない状況のため、明確な事業対応はしていません。
ただし、LPガス輸入基地での太陽光発電、省エネ機器の導入等の取組
は、会員会社レベルで行っています。

21
【その
他】

SBT（Science Based Targets）やRE100といった国際的なイニシアティ
ブに参加する個社が増えていますが、業界として何か取り組んでいること
はありますでしょうか。
（世界では、一部の電力・エネルギー業界の企業がSBT認定を受けた
り、同業界や鉱業業界の企業がSBT認定やRE100への参加をしたりしてい
ます。）

LPガス輸入元売会社の任意団体である日本LPガス協会が業界団体として
イニシアティブを持ち、取り組んでいる事業はありません。
会員会社が個社としてLPガス事業のみならず、広範に進めている事業、
動き等については、次年度の取組対象として調査を行う予定です。

22
【その
他】

TCFD提言書に沿った気候関連財務情報の開示が求められておりますが、
業界として何か取り組んでいることはありますでしょうか。
特に、個社がシナリオ分析を行うための情報やツール等が不足している
との課題がありますが、気候関連財務情報の分析に利用できる業界特有
の情報やツールの整備を行っておりましたらご教示ください。

正直に申し上げまして、業界として対応は行っておりませんので、コメン
トはできません。

その他

（１） 目標策定の背景
（２） 前提条件

（３） 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性

（４） 目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態



No
調査票項
目番号

調査票
頁番号

指摘 回答

（昨年度フォローアップを踏まえた取組状況）

（５）革新的技術・サービスの開発に伴うボトルネック（技術課題、資金、制度など）

（６）想定する業界の将来像の方向性（革新的技術・サービスの商用化の目途・規模感を含む）

（４） 実施した対策、投資額と削減効果の考察

（５） 当年度の想定した水準（見通し）と実績との比較・分析結果及び自己評価

（６） 次年度の見通し

（７） 2020年度の目標達成の蓋然性

（８） 2030年度の目標達成の蓋然性

（９） クレジット等の活用実績・予定と具体的事例

Ⅲ．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献
（１） 低炭素製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2017年度の取組実績

（３） 2018年度以降の取組予定

Ⅳ．海外での削減貢献
（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠

平成３０年度評価・検証WG「○○協会」 事前質問・回答一覧

業
種
別
W
G

○
○
協
会

「低炭素社会実行計画」（2020年目標）

「低炭素社会実行計画」（2030年目標）

Ⅰ．業界の概要
（１） 主な事業

（２） 業界全体に占めるカバー率

（３） 計画参加企業・事業所

（４） カバー率向上の取組

（５）データの出典、データ収集実績（アンケート回収率等）、業界間バウンダリー調整状況

Ⅱ．国内の企業活動における削減実績
（１） 実績の総括表

（２） 2017年度における実績概要

（３） 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO2排出量・原単位の実績

（２） 2017年度の取組実績

（３） 2018年度以降の取組予定

Ⅴ．革新的技術の開発・導入
（１） 革新的技術の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠

（２） 技術ロードマップ

（３） 2017年度の取組実績

（４） 2018年度以降の取組予定



（４） 2030年以降の長期的な取組の検討状況

（１） 本社等オフィスにおける取組

Ⅵ．その他の取組
（１） 情報発信（国内）

（２） 情報発信（海外）

（３） 検証の実施状況

Ⅶ．業務部門（本社等オフィス）・運輸部門における取組

（３） 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性

（４） 目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態

その他

（２） 運輸部門における取組

（３） 家庭部門、国民運動への取組など

Ⅷ．国内の企業活動における2020年・2030年の削減目標
（削減目標・目標の変更履歴等）

（１） 目標策定の背景

（２） 前提条件
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